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第1章 序論

1.1 低エネルギー核反応
1～100keV領域で起こる低エネルギー核反応は天体中でのエネルギー生成と元素合成に密接

に関与する事から、原子核物理方面からのみではなく、天体物理学方面からも興味が注がれて
来た。また、核融合炉の実現に向けての研究に於いても、高温プラズマ中での keV領域の原子
核反応の反応率を正確に見積もることが要請されている。このように keV というエネルギー領
域の核反応は、天体物理学や核融合の分野との関係が強い。
このような keV領域での原子核反応は、反応原子核間のクーロン障壁よりもはるかに低いエ

ネルギー領域で生じるため、その断面積はクーロン障壁の透過率が支配的となる。そのため、
その反応断面積は入射エネルギーが減少するに従い、指数関数的に減少していく。このことが
低エネルギーでの測定を困難にしていた。近年になって衝突エネルギーが数 keVまでの実験が
可能になり、低エネルギー領域での反応断面積が測定されるようになった。1980 年代、Rolfs

等はガス標的において 3He(d, p)4He 反応を 5keV 程度の低エネルギー領域まで広げ、測定され
た結果が高エネルギーからの外挿値よりも大きく、その増幅度はエネルギーを下げるに従って
増大する事を発見した [4]。その他の実験でも同様な増大が見られ [5, 6]、これは今日では束縛
電子による遮蔽効果として理解されている。これにより、核反応断面積は、原子核の性質のみ
ならず、原子核の置かれている環境にも支配されていることが明らかになった。実験室で行う
通常の核反応実験では、標的原子核は原子、分子、あるいは固体状態にあるので、原子核は常
に電子による遮蔽効果の影響を受けている。今日では、様々な環境下での遮蔽ポテンシャルが
調べられている。[7, 8, 9, 10, 11, 12]

1.2 本研究の目的
我々のグループは、十年以上にわたり、金属内部での核融合反応の反応率増大の可能性を調

べるため、低エネルギー d+d、あるいは、Li+d反応の研究を行ってきた。その結果、金属中
での遮蔽ポテンシャルは、ガス標的などを用いて求められた遮蔽ポテンシャルよりも遙かに大
きな値となることが判明した。しかも、遮蔽ポテンシャルの値が金属の種類に強く依存してお
り、特に Pd 中で反応が起こる場合に非常に大きな値を示している。金属中では、束縛電子以
外の伝導電子による遮蔽効果が期待されるが、一連の研究から得られた遮蔽ポテンシャルは、
伝導電子による遮蔽効果を考慮した計算値を大きく上回っている。このことから、金属中では
伝導電子による遮蔽効果以外に大きな遮蔽効果をもたらすメカニズムの存在が示唆される。そ
して更なる遮蔽効果と反応率増大のメカニズムの探索ために、液体金属内部での d+d反応の研
究が行われた [1, 2, 3]。それらの研究の中に非常に奇妙であり、未だ解決されいていない問題が
存在する。
[2]の中でYoshidaは、液体 Indium中に置ける異常な d+d反応を報告している。液体 In 中
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での d+d 反応は、固体 In 中とは大きく異なる様相を示し、そのエネルギースペクトルも異
常なものであった。観測された陽子のスペクトルを図 1.1に示す。左が液相時、右が固相時の
E = 70keV,D+, θ = 125oでの d(d,p)t反応のスペクトルであるが、形状もピークの位置も大き
く異なっている。また、[2]の中で入射エネルギー 0keV 付近での、d(d,p)t反応の数桁以上の反
応断面積の増大も報告されている。報告された反応断面積の増大の様子を図 1.2に示す。桃色
の線に対する青色の線の比率が核反応率の増大を表している。Ed ≤ 5keV 以下で 4桁以上の核
反応率の増大が起きていることがわかる。図の縦軸は S-factorと呼ばれる値であり、共鳴状態
近傍を除いてはエネルギーの変化に対して非常に緩やかな関数であることが知られている。こ
れらのことから、Yoshidaは d-d間の分子的な共鳴状態の存在が存在すると結論付けた。
この結論は非常に興味深いものではあるが、俄には信じ難いものであった。そして、その後

の研究から測定器前面に設置されたAlの Absorberが異常なスペクトルを引き起こす原因の一
因となっていることがわかった。Yoshidaが測定した液相時のスペクトルの大部分はAl膜で引
き起こされたものであった。しかしここから新たな疑問が生じる。液体 In中への重陽子照射で
は d+d反応は生じていないのだろうか？本研究の目的は液体 In中での d+d反応の振る舞いを
調べることである。

図 1.1: 報告された液体 In中での d(d,p)t反応の protonエネルギースペクトル (左：液相、右：
固相)。横軸はADCのChannel数、縦軸はCount数である。

図 1.2: 報告された液体 In中での d(d,p)t反応断面積の S-factor。桃色のラインに対する青のラ
インの比率が反応断面積の増大率となる。
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本研究は入射エネルギーが数～数十 keVの核反応を利用しており、標的核周囲の環境により
核反応率がどのように変化するかを調べることを目的としている。従って、その核反応の断面
積についての知識は不可欠であり、ここに述べる。

2.1 反応断面積
標的核と入射粒子の原子番号をそれぞれ Z1、Z2とすると、これらの原子核間のクーロンポ

テンシャルは次式で表される。

V (r) =
Z1Z2e

2

r
(2.1.1)

核力の有効距離は数 fmであるので、2粒子間のポテンシャルの最大値は数MeV以上にも及ぶ。
入射粒子の運動エネルギーがクーロン障壁よりも低いエネルギー領域での核反応は、入射粒子
がトンネル効果によりクーロン障壁を透過することによって生じる。実験で得られる断面積は
通常、S-factorを導入し、以下の式で表される。

σ(E) =
S(E)

E
exp{−2πη(E)} (2.1.2)

ここで、Eは重心系のエネルギー、S(E)は astrophysical S-factor、η(E)はSommerfelt parameter

で、

η(E) = Z1Z2α

√
µc2

2E
(2.1.3)

で表される [13]。ここで、αは微細構造定数、µは換算質量である。式 (2.1.2)の指数関数部分
はGamow因子と呼ばれ、入射核が S波 (l = 0)の時のクーロン障壁に対する透過係数の近似値
であり、WKB近似を用いて以下のように得られる。

exp

{
−
√

8µ

ℏ2

∫ Re

Rn

√
V (r)− E dr

}
≈ exp{−2πη} (2.1.4)

Rnは標的核の半径、Reは古典的回帰点である。ここで、不定積分、∫ √
a2 − x2 dx =

1

2

[
a2 sin−1 x

a
+ x

√
a2 − x2

]
(2.1.5)

と、
Rn

Re

∼ 10−3 ≪ 1 (2.1.6)

という近似を用いた。
1/Eの部分は、断面積が核の波束の大きさ πλ2（λは de Broglie 波長）に比例すること、すな
わち、

σ ∝ λ2 ∝ 1

p
∝ 1

E
(2.1.7)
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であることによる。これら以外の断面積に対する情報は全て S(E)に含まれる。S-factorは断面
積 σ(E)と式（2.1.2）により関係しており、共鳴状態近傍を除いてはエネルギーの変化に対し
て非常に緩やかな関数であることが知られている。図 2.1に式（2.1.2）から求めたD(d,p)T反
応の断面積を示す。なお、S-factorはKrauss等 [14]によって報告された、

S(E) = 52.9 + 0.019E + 1.92× 10−3E2 [keV · barn] (2.1.8)

を用いた。式からも分かるように、断面積の値は重心系のエネルギーの減少と共に指数関数的
に減少する。そのため、低エネルギーにおける測定は非常に困難なものとなる。

図 2.1: d(d,p)t反応の断面積。横軸は重心系のエネルギーである。
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2.2 遮蔽効果
低エネルギー核反応において重要な役割を担う遮蔽効果について述べる。遮蔽効果は裸の原

子核同士が核反応を起こす時以外は常に何らかの形で存在し、クーロン障壁よりも圧倒的に低
いエネルギー領域では核反応率に大きな影響を与える。

2.2.1 反応断面積と遮蔽ポテンシャル

遮蔽効果とは標的核の周囲に存在する電子が標的核と入射角間のクーロン障壁を和らげる効
果である。遮蔽効果について、もっとも単純な例をあげる。原子核同士の核反応を考えたとき、
標的核が作るクーロンポテンシャルは無限遠まで続いている。しかし標的核が原子であれば標
的核の周辺には束縛電子が存在し、その束縛電子の外側では入射核は標的核のクーロンポテン
シャルを感じない。図 2.2に概略図を示す。標的核のクーロンポテンシャルが束縛電子により
遮蔽され、クーロン障壁の高さが Usだけ減少している。この Usを遮蔽ポテンシャルと呼ぶ。
ここでは電子の分布を単純化して、半径RAの球殻上に一様に分布した場合を示してある。こ
の例における遮蔽ポテンシャルは

Us = −
∫ RA

∞

e2Z1Z2

4πϵ0r2
dr =

e2Z1Z2

4πϵRA

(2.2.1)

となる。ここで、Z1, Z2は入射核、標的核の原子番号である。この効果が存在することにより
クーロン障壁の透過確立が増加し、核反応率が増大する。
式 (2.1.2)の透過確率の部分を P (E)と表すと、このような遮蔽効果が存在する場合の透過確

率 Ps(E)は遮蔽効果が無いときの透過確率 Pb(E)と遮蔽ポテンシャル Usを用いて、

Ps(E) = Pb(E + Us) (2.2.2)

となる。このことは式 (2.1.4)において、クーロンポテンシャル V (r)がUs減少することと、入
射核の運動エネルギーEが Us増加することが等価であることからわかる。
従って、反応断面積は、

σs(E) =
S(E)

E
Ps(E) =

S(E)

E
Pb(E + Us) ∼ σb(E + Us) (2.2.3)

となる。この時の反応断面積の増加率を f(E)とすると、

f(E) =
σs(E)

σb(E)
∼ σb(E + Us)

σb(E)
(2.2.4)

∼ exp(−2πη(E + Us))

exp(−2πη(E))
(2.2.5)

∼ exp

{
πη(E)

Us

E

}
(2.2.6)

となる。ここで、S-factorはエネルギーに依存しないとし、Us ≪ Eとした。
図 2.3に、d+d反応における増加率を、Us = 100, 500, 1000eV それぞれの場合に対して示す。
Us = 100eV ではEcmが 5 keV以下にならないと、ほとんど反応率に影響がないが、Us = 500eV

などではEcmが 20 keV程度から差が見え初め、より低いエネルギーでは反応率が著しく増大
している事がわかる。
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図 2.2: 遮蔽効果によるクーロン障壁の減少の様子。電子殻によって遮蔽されたクーロンポテン
シャルの分だけ障壁の高さが減少している。

2.2.2 様々な環境下での遮蔽効果

以下に様々な環境下で得られる遮蔽効果について具体的に述べる。

軌道電子による遮蔽効果

ガス標的を用いた核反応の実験では標的核の周囲には標的核に束縛された軌道電子が存在す
る。この軌道電子による遮蔽効果について述べる。
標的核に束縛された電子による遮蔽ポテンシャルは次の 2つの極限が考えられる。１つは、

入射粒子が十分に早く、その速度 vが Bohr速度 v0にたいして v ≫ v0な場合 (瞬間近似)であ
る。瞬間近似では標的の束縛電子の軌道が変化すること無く核反応が起こり、このような場合
の遮蔽ポテンシャルは、

US
s =

MT

Mp +MT

× 2× ZpZT × ϵH (2.2.7)

となる [22]。MT , ZT、及びMp, Zpはそれぞれ標的核と入射核の質量と原子番号、ϵH は水素原
子の 1s状態の束縛エネルギーである。
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図 2.3: 遮蔽ポテンシャルによる反応率増大の例。緑は Us = 100eV、赤は US = 500eV、青は
Us = 1000eV での増大率。横軸は重心系のエネルギーである。

もう一つの極限は、入射粒子が遅く、v ≪ v0の場合 (断熱近似)である。この場合でも、古典
的回帰点での２粒子間の核間距離は数 100fm～数 1000fm程度であり、分子状態に比べ非常に核
間距離が近く、核反応が起こる前に、軌道電子が標的核の束縛状態から入射核と標的核で作ら
れる融合核の束縛状態へと遷移する。この時の遮蔽ポテンシャルは２つの束縛状態での束縛エ
ネルギーの差であり、

UA
s = ϵT − ϵUA

(2.2.8)

となる。ここで、ϵT , ϵUA
はそれぞれ標的原子の電子の束縛エネルギー及び融合核の電子の束縛

エネルギーである。これまでにガス標的や LiF などの絶縁体標的を用いて, 実験的に求められ
た遮蔽ポテンシャルの値と断熱近似による計算値をTakigawa 等がまとめたものを表 2.1[23]に
示す。表の 1 列目は反応の種類、2 列目が実験によって求められた遮蔽ポテンシャル、３列目
が断熱近似による計算値、4 列目が各実験で用いられた最小のエネルギーである。D(d,p)T 反
応と 3He(d,p)4He 反応の結果は断熱近似による計算値と実験誤差の範囲で一致している。しか
しながら、他の反応では全て実験値が計算値を大きく上回っている。実験によって求められた
遮蔽ポテンシャルを理論的に説明しようと、様々な研究が行われているが、今のところ成功に
は至っていない。
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表 2.1: これまでに実験によって求められた遮蔽ポテンシャル (Exp.) と断熱近似による計算値
(Theor.) との比較。Emin は実験での最低エネルギー (重心系)。
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伝導電子による遮蔽効果

金属には伝導電子が存在するため、金属中での核反応にはそれら電子による遮蔽効果が存在
すると考えられる。近年、様々な金属内部で起こる核反応の研究がなされ、金属の種類によっ
ては非常に大きな遮蔽効果が観測されたという報告がなされている [24, 25, 26, 27]。これは伝
導電子による遮蔽効果だと考えられており、その効果を評価する方法としては、Thomas-Fermi

近似がある [28]。Thomas-Fermi近似を用いて、電荷 Zeの粒子が伝導電子の海の中におかれた
時にできるクーロンポテンシャルを計算し、そのポテンシャルが核反応中は変化しない (瞬間
近似)としたときに得られる遮蔽ポテンシャルを計算する。
電荷 Zeの粒子が伝導電子の海の中におかれた時に生じるクーロンポテンシャル ϕ(r) は、ポア
ソン方程式：

∇2ϕ(r) = −4πZeδ(r)− 4πeδn(r) (2.2.9)

と表される。ここで、δn(r)は電荷 Zeの粒子によって誘起された電子密度の変化である。この
密度変化は、平衡条件

ϵoF = ϵF (r)− eϕ(r) (2.2.10)

ϵF (r) =
ℏ2

2me

(3πn(r))
2
3 (2.2.11)

から求められる。ここで、ϵ0F は電荷 Zeが存在しない場合の一様電荷密度 n0でのフェルミエネ
ルギーであり、ϵF (r)は局所的なフェルミエネルギーである。ϵF (r)を n0の周りで一次の項まで
テイラー展開すると、式 (2.2.11)は、

ϵF (r)− eϕ(r) ≃ ϵ0F +
dϵ0F
dn0

(n(r)− n0)− eϕ(r) = ϵ0F (2.2.12)

となる。式 (2.2.11)から dϵ0F/dn0 = 2ϵ0F/3n0であるから、電子密度の変化 δn(r)は、

δn(r) = n(r)− n0 =
3

2
n0

eϕ(r)

ϵoF
(2.2.13)

となる。従って、式 (2.2.9)は、

∇2ϕ(r) = −4πZeδ(r)− 6πn0e
2

ϵF (r)
ϕ(r) (2.2.14)

となる。これをフーリエ展開を使い解くと、遮蔽ポテンシャル

ϕ(r) =
Ze

r
exp

(
− r

λF

)
(2.2.15)

が求まる。ここで、λF はTomas-Fermi の遮蔽距離と呼ばれるもので、

λF =

√
ϵ0F

6πn0e2
(2.2.16)

と表される。r ≪ λF のところでは

ϕ(r) ≃ Ze

r
− Ze

λF

(2.2.17)
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となる。古典的回帰点が λF よりも十分内側にある場合は、クーロン障壁が一定値減少してい
たとして透過率を評価できる。この減少分が遮蔽ポテンシャルであり、伝導電子による遮蔽

Uce =
Ze

λF

(2.2.18)

となる。
Rolfs等は、様々な金属、半導体、絶縁体をホスト物質として用いて d+d反応の遮蔽ポテンシャ
ル測定を行った [27]。彼らが求めた遮蔽ポテンシャルの一覧を図 2.2に示す。1列目はホスト物
質の種類であり、２列目は実験より求めた遮蔽ポテンシャル、３列目は重陽子の溶解度、4,5列
目は実効的な電子、ホールの密度である。この表から、固体中の遮蔽効果は標的物質依存性が
非常に大きく、金属中では遮蔽ポテンシャルが大きく、逆に絶縁体や半導体では有意な結果と
しては観測されていないことが分かる。

デバイモデルによる遮蔽効果

液体金属中では伝導電子に加え、正イオンも自由に動けるようになる。よって、この自由に
動ける正イオンによる遮蔽効果が新たに加わると考えられる。これによる遮蔽効果について述
べる。正イオンによる遮蔽効果を評価する簡単な方法としては、Debye の方法がある [29]。
注目する原子核が電荷 Ze を持つとすると、周りの電荷 Zione を持つ荷電粒子により遮蔽さ

れた静電ポテンシャル ϕ はポアソン方程式

∇2ϕ(r) = −4πZeδ(r)− 4πZioneδρ(r) (2.2.19)

で表される。ここで、δρ(r)は注目する原子核の存在により誘起された荷電粒子の密度変化であ
る。熱力学的に平衡にあるとすると、この密度変化 δρ(r)はBoltzmann分布を用いて、

δρ(r) = n0 exp

{
−Zioneϕ(r)

kBT

}
− n0 (2.2.20)

≃ −Zionen0ϕ(r)

kBT
(2.2.21)

となる。ここで n0は注目する原子核が存在しない場合の荷電粒子の一様密度である。また、∣∣∣∣−Zionen0ϕ(r)

kBT

∣∣∣∣≪ 1 (2.2.22)

を仮定して指数部分を一次で展開している。この δρ(r)を式 (2.2.19)に代入すると、微分方程式

∇2ϕ(r) +
4πn0(Zione)

2

kBT
ϕ(r) = −4πZeδ(r) (2.2.23)

が得られる。これをフーリエ展開を用いて解くと、遮蔽ポテンシャル

ϕ(r) =
Ze

r
exp

(
− r

λD

)
(2.2.24)

が求まる。ここで、λDはデバイの遮蔽距離と呼ばれるもので、

λD =

√
kBT

4πn0(Zione)2
(2.2.25)
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と表される。伝導電子による遮蔽効果と同様に、古典回帰点が λDよりも十分内側にある場合
は、入射粒子の電荷をZpとすると、

Uion =
ZZpe

2

λD

(2.2.26)

となる。
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表 2.2: Rolf等が測定した固体中での遮蔽ポテンシャルの標的物質依存性。1列目はホスト物質
の種類であり、２列目は実験より求めた遮蔽ポテンシャル、３列目は重陽子の溶解度、4,5列目
は実効的な電子、ホールの密度である。
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第3章 D+D反応とその運動学

本研究は液体 In 中の d(d,p)t 反応の振る舞いを調べるものである。従って、d(d,p)t反応を
研究する上で必要となる知識をここに記す。

3.1 分岐比
D+D反応は、

D + D → 3
2He + n + 3.27MeV (3.1.1)

D + D → 3
1T + p + 4.03MeV (3.1.2)

D + D → 4
2He + γ + 23.8MeV (3.1.3)

の３つのチャンネルが存在するが、その分岐比は原子核が裸の状態でのDD反応において、
（3.1.1）:（3.1.2）:（3.1.3）≈ 1 : 1 : 10−7とされる。これは（3.1.1）と（3.1.2）が強い相互作
用で起こり、（3.1.3）が電磁相互作用で起こるためである。（3.1.1）と（3.1.2）の分岐比はCecil

によってまとめられており、図 3.1に示す [15]。図 3.1はD(d,p)T反応とD(d,n)3He反応の収量
比のエネルギー依存性を表しており、横軸は重心系のエネルギー、縦軸は収量比である。本研
究のエネルギー領域 (Ed ≤ 20)では収量比はほぼ１である事が分かる。

図 3.1: Cecilがまとめた、D(d,p)T反応とD(d,n)3Heの収量比率。



18 第 3章 D+D反応とその運動学

3.2 S-factor

反応断面積の幾可学的因子とGamow因子以外の効果は全て S-factorに含まれており、一般に
は核反応断面積を測定、または計算し、定義式（2.1.2）から直接 S-factorを決定する。つまり

S(E) = E exp{2πη(E)}σ(E) (3.2.1)

である。裸の原子核同士の実験により断面積を測定するのが望ましいが、裸の原子核を標的と
して用いることは難しい。また、先に示したように断面積はエネルギーの減少に伴い指数関数
的に減少するため、低エネルギーではわずかなエネルギーのふらつきが断面積に大きな影響を
与える。例として，Ed = 10± 0.5keVの時、断面積の不確かしさは∆σ/σ ∼ 40%である。従っ
て，エネルギーロスなどの系統誤差を減らす努力が必要となる。
Krauss等 [14]は系統誤差が大きくなる窓材を使わずにガス標的を用いることに成功し、重心

系のエネルギーで 2.98 ∼ 162.5 keV の範囲で S-factorを求めている。測定結果を図 3.2に示す。
aはD(d, p)T 反応、bはD(d, n)3Heについての測定データである。測定データを二次関数で fit

し S-factorを求めており、

D(d,p)T : S(E) = 52.9 + 0.019E + 1.92× 10−3E2 [keV · barn]

D(d,n)3He : S(E) = 49.7 + 0.170E + 2.12× 10−3E2 [keV · barn]

を得ている。図の実線は fitの結果である。

図 3.2: Krauss が測定した D(d.p)T反応（上）と D(d,n)3He反応（下）の S-factor。黒点は
100keV、白点は 360keVの加速器で測定されており、データを連結している。実線は fitの結果
を示す。
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3.3 角度分布
d(d,p)t反応や d(d,n)3he反応はスピン１の粒子 2つからスピン 1/2の粒子が２つ生じる反応

のため、粒子の放出方向に角度分布を持つ。角度分布はルジャンドル多項式により

W (θ) = 1 +
∑
k

ak(E)Pk(cos θ) (3.3.1)

で表すことができる。また、ルジャンドル多項式は以下の式で表される。

Pn(x) =
1

2nn!

dn

dxn
(x2 − 1)n (3.3.2)

DD反応は入射チャンネルにおいて同種ボソンの関与する反応であるため、角度分布は θ = 90o

で対称となり、偶数次のルジャンドル多項式のみで表される。D(d,p)T反応の角度分布はKrauss

等 [14]により測定されおり、測定結果を n=4の項までで fitし a2, a4の値を求めている。その結
果を図 3.3,3.4に示す。図 3.3は入射エネルギーごとの角度分布を表していて、Ed = 15keV で
はほとんど核分布がないが、Ed = 50keV では θ = 0oと θ = 90oで約 40%程度の違いが出てい
ることがわかる。
本実験のエネルギー領域 (E ≤ 20keV )では、角度分布は二次の項までで十分に表現でき、

W (θ) ∼ 1 +
a2
2
(3 cos2 θ − 1) (3.3.3)

である。
図 3.4の値は表 3.1のように与えられており、本研究では、0 ≤ Ecm ≤ 60の範囲をfitし、得た

D(d,p)T : a2 ∼ 0.043E0.55
cm

D(d,n)3He : a2 ∼ 0.054E0.61
cm

を使用する。

図 3.3: Krauss が測定した D(d.p)T反応（左）と D(d,n)3He反応（右）の角度分布の fitの様
子。角度は重心系だが、エネルギー Edは実験室系で示されている。
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図 3.4: Krauss が測定したD(d.p)T反応 (上)とD(d,n)3He反応 (下)の a2のエネルギー依存性。
それぞれ 0 ≤ Ecm ≤ 60の範囲で fitを行っている。

表 3.1: Krauss が測定したD(d.p)T反応とD(d,n)3He反応の a2,a4のエネルギー依存性。エネ
ルギー Edは実験室系で示されている。
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3.4 D(d,p)T反応の運動学
後に示す実験結果より、本研究においての標的粒子は静止しておらず、三次元的な運動をし

ていることが示唆されている。そのため、標的が自由な運動をしている d(d,p)t 反応の運動学
をここに示す。本章では結果のみを示し、詳細な計算は付録に示す。
３次元平面での２体反応A(B,C)Dを考える。粒子A,B,C,Dそれぞれの質量をmi(i = A,B,C,D)、

運動エネルギーをEi、粒子の進行方向を θi, ϕi、反応のQ値 (= mA +mB −mC −mD)をQと
する。粒子Aの進行方向を θA = 0, ϕA = 0と固定したとき、粒子CのLab系における運動エネ
ルギーは以下の式で表される。

EC(EA, EB, θB, ϕB, θC , ϕC) = ECCM

{√
1− γ2 sin2 θ′ − γ cos θ′

}2

(3.4.1)

γ2 ≡
1
2
mC |

−→
β |2

ECCM

(3.4.2)

ここで

ECM =
mBEA +mAEB − 2 cos θB

√
mAmBEAEB

mA +mB

(3.4.3)

ECCM =
mD

mC +mD

(Q+ ECM) (3.4.4)

|
−→
β |2 =

2mAEA + 2mBEB + 4
√
mAmBEAEB cos θB

(mA +mB)2
(3.4.5)

cos θ′ = −
√
2mBEB sin θB sin θC cos (ϕC − ϕB) + cos θC

(√
2mBEB cos θB +

√
2mAEA

)√
2mAEA + 2mBEB + 4

√
mAmBEAEB cos θB

(3.4.6)

である。
図 3.5は標的粒子が制止している (EB = 0keV )際のEA = 20keV での protonエネルギーの放
出角度依存性である。固体金属を標的にした際の d(d,p)t反応の protonエネルギーはこのよう
になる。

図 3.5: EA = 20keV、粒子B静止時 (EB = 0keV )の Protonエネルギーの放出角依存性。
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図 3.6は標的粒子が制止している (EB = 0keV )際の θC = 124o(青),142o(赤)の時の、proton

エネルギーの入射エネルギー依存性である。後述するが、θC = 124, 142oは本実験おいて検出
器を設置している角度である。固体金属を標的にした際の d(d,p)t反応の protonエネルギーは
このようになる。

図 3.6: 粒子B静止時 (EB = 0keV )のProtonエネルギーの入射重陽子エネルギー依存性。赤線
は θC = 142o、青線は θC = 124oである。

図 3.7は標的粒子がEB = 20keV で運動しており、EA = 20keV の時に θC = 142o,ϕC = 0oに
放出されるprotonエネルギーの標的粒子の運動方向依存性である。赤がϕB = 0o,青がϕB = 180o

である。ϕBの向きにより、CM系のLab系における進行方向が変わるため、標的粒子が運動し
てる際は ϕBに対する依存性が生じる。

図 3.7: EA = 20keV,EB = 20keV, θC = 142o, ϕC = 0oの時の Protonエネルギーの、標的粒子
の運動方向依存性。赤線は ϕB = 0o、青線は ϕB = 180oである。
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3.5 立体角の補正
本研究では実験室系で標的が運動していることが示唆されているため、CM系の軸の方向が

一意ではない。従って，三次元の運動学の計算から求める必要があるが、非常に煩雑となった
ため計算過程と結果は付録に示し、ここでは標的が静止している際の立体角の補正のみを述べ
る。なお、EB = 0を付録の結果に代入することにより、同様な結果を得ることができる。
重心系における微分散乱断面積は既知であり、2.1節の断面積と 3.3節の角分布にしたがう。

重心系と実験室系における立体角の比を用いて、Lab系における微分散乱断面積は以下のよう
に与えられる。 (

dσ

dΩ

)
Lab

=

(
dσ

dΩ

)
CM

dΩCM

dΩLab

(3.5.1)

dΩCM/dΩLabは立体角比と呼ばれ、KOmegaとおくと、

KΩ =
(1 + 2γ cos θCM + γ2)3/2

|1 + γcosθCM |
(3.5.2)

cosθCM = −γ sin2 θLab + cos θLab

√
1− γ2 sin2 θLab (3.5.3)

γ =

√
m1m3(m3 +m4)Ecm

m2m4(m1 +m2)(Ecm +Q)
(3.5.4)

ECM =
m2E1

m1 +m2

(3.5.5)

ここで、m1,m2,m3,m4 はそれぞれ入射核、標的核、生成核の質量であり、E1 は入射エネル
ギー、ECM は重心系のエネルギー、QはQ-Valueである。

図 3.8: d(d,p)t反応の、重心系と実験室系での立体角比。ECM=20keVの時の protonに対する
立体核比、横軸は放出角度である。
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標的が入射ビームを止めるのに十分な厚さを持つときのYieldは、

Y ield = nd

∫ X

0

Nd(x)σ(x)dx

= nd

∫ Ed

0

Nd(E)σ(E)

(
dE

dx

)−1

dE

で与えられる。今回の実験ではこの様なYieldが得られる。ここで、ndは入射重陽子数、Xは
入射重陽子の物質内での飛程、Nd(x)は深さ xでの標的重陽子密度である。解析的に実験結果
を理解するためには、dE/dxに関する知識が不可欠である。従って、以下に阻止能について述
べる。

4.1 荷電粒子の阻止能
荷電粒子が物質中に入射すると、物質内原子系との相互作用によって運動エネルギーを失い、

やがては停止する。荷電粒子の進行方向に沿った単位長さあたりの損失エネルギーをその物質
の阻止能 (stopping power) と呼び、dE/dxで表す。阻止能は力の次元を持ち、力学における摩
擦力に相当する。
非相対論的領域の荷電粒子の阻止能は、荷電粒子の相互作用の主な相手が物質中の電子であ

るか原子核であるかによって、それぞれ電子的阻止能と核的阻止能に分けて考えることができ
る。粒子のエネルギー損失はこれら 2種類の阻止能の和である。電子的阻止能は入射粒子が失っ
た運動エネルギーが標的中の電子に移行する過程であり、電子状態が変化する非弾性散乱によ
る。核的阻止能は入射粒子が失った運動エネルギーが標的原子に移行する過程であり、入射粒
子と標的原子の両方の電子状態が変化しない弾性衝突による。
一般に核的阻止能は、入射粒子の速度が標的中の束縛電子の平均速度よりもはるかに小さい時
(～数百 eV)に優勢になり、それ以上の速度では電子的阻止能の方が圧倒的に支配的である。従っ
て、本研究においては電子的阻止能が重要となる。

4.1.1 高速荷電粒子の電子的阻止能

高速荷電粒子の阻止能は、Bohrの半古典的計算に始まり、それを量子力学的・相対論的に計
算したのが、Bethe-Blochの公式

−dE

dx
= 2πNAr

2
0mec

2ρ
Z

A

z2

β2
B (4.1.1)

である。ここで、

B ≡
[
ln

(
2mec

2γ2β2Tmax

I2

)
− 2β2

]
(4.1.2)



26 第 4章 荷電粒子の阻止能

であり、現在では式 (4.1.2)に密度補正や、殻補正など様々な補正項が取り入れられている [16]。
ここで、NAはアボガドロ数、r0は電子古典半径 r0 =

e2

4πϵ0
、Tmaxは一回の衝突での最大移行エ

ネルギーである。パラメータ Iは吸収物質原子の平均励起エネルギーを表し、それぞれの物質
に固有に決められる量であるが、近似的に、

I ≈ 16Z0.9 (4.1.3)

と置くことができる。式 (4.1.1)からわかるように、高速荷電粒子の阻止能は、定性的には

−dE

dx
∝ 1

E
(4.1.4)

となり、入射粒子のエネルギーに反比例する。
高速荷電粒子のエネルギー損失過程は、主に物質中の電子を励起、イオン化させる過程である。
Bethe-Blochの式は protonや α粒子に対して、相対論領域から β ≃ 0.1までの領域に対しては、
数％の精度で正しいとされている。しかし、Bohrの計算やBethe-Blochの式は電子が静止して
いるという近似が成り立つ場合でのみ適応でき、これ以下のエネルギー領域においては適応す
ることができない。

4.1.2 低速荷電粒子の阻止能

低エネルギー側の理論については、Fermi-Tellerによって提案された [17]。Fermiは標的を縮
退した電子のプラズマと見なし、動的な分極過程とエネルギー損失を考察している。入射粒子
の速度 vが、電子の最高速度 VF よりも遅い場合、一度の衝突で変化する速度は v程度である
とみなせる。ここで、VF は Fermi面上の電子の速度 (Fermi速度)である。
自由電子ガスは縮退しているため、衝突後の電子の速度がFermi速度以下になることはPauli原
理より禁止される。従って、衝突可能な電子は、Fermi面近傍の電子に限られる。さらに、Pauli

原理により禁止されない衝突はエネルギー移行が正でなければならないため、衝突によるエネ
ルギー移行は、

E =
1

2

{
(VF + v)2 − V 2

F

}
∼ VFv (4.1.5)

の程度と見積もられる。このような議論から、最終的に

−dE

dx
=

2

3π

m2
ee

4v

ℏ2
ln

(
ℏvo
e2

)
(4.1.6)

が得られる。上式は Fermi速度以下において実験値を良く再現する。従って、低速荷電粒子の
阻止能は、定性的には

−dE

dx
∝

√
E (4.1.7)

となり、入射粒子のエネルギーの平方根に比例する。

4.1.3 阻止能の半経験的な取扱い

現在までに阻止能の極大値付近での挙動を正確に与える理論は提唱されていない。従って，
実用上は半経験的に何らかの関数型で実験値を fitし、阻止能のエネルギー依存性を決定する。
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Ziegler等は膨大な量の阻止能に関数するデータを系統的に整理し、実験値を最も良く再現する
半経験則を確立した。阻止能は極大値を境にして、SLowとSHighに分離して扱い、Varelasの方
式 [20]で両者を

S =
SLowSHigh

SLow + SHigh

(4.1.8)

と連結した。具体的な関数型は、核子あたりのエネルギーを用いて、

SLow = a1E
0.45 (4.1.9)

SHigh =
a2
E

ln
(
1 +

a3
E

+ a4E
)

(4.1.10)

としている。低エネルギー及び高エネルギーでの阻止能をこの様に記述できるのは式 (4.1.7),(4.1.4)

による。各計数 ai(i = 1～4)は実験値を最も良く再現するように選ばれ、データベース化され
ている [18, 19]。
本実験で用いる Inに対しては

SLow = 7.024E0.45 (4.1.11)

SHigh =
1.101× 10−4

E
ln

(
1 +

370.9

E
+ 0.00454E

)
(4.1.12)

でとして与えられており、本研究においては上記の阻止能を採用する。図 4.1に Indium中での
水素同位体に対する阻止能を示す。横軸は核子あたりのエネルギーであり、縦軸が阻止能であ
る。入射エネルギー 100keV/AMU 辺りで極大値をとっている。

図 4.1: 計算により得られた Indium中での、水素同位体に対する阻止能のエネルギー依存性。
横軸は核子あたりのエネルギーである。
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5.1 加速器
実験は東北大学電子光理学研究センターにある大強度イオン照射装置を用いて行った。概略

を図 5.2に示す。大強度イオン照射装置は、1keV∼100keVの陽子・重陽子ビームを 1mAとい
う大電流で照射することを目的に設計されている。イオン源にはデュオプラズマ型イオン源を
使用している。熱陰極アーク放電により重水素から電子を剥ぎ取ることで作り出したプラズマ
を磁場によって閉じ込め、そのプラズマ境界層から 25∼28keVの電圧でイオンを引き出しビー
ムを発生させる。このイオン源は使用するガスを変更することでビーム粒子を変更することが
できるが、本研究では重陽子ビームのみを用いた。イオン源内ではD+, D+

2 , D
+
3 などのイオン

が発生するため、分析電磁石を用いて運動量分析をし、使用するイオンを選び出す。また、そ
の時同時にビームの水平方向の軌道調整を行う。垂直方向のビーム軌道調整はYステアラーに
よって行われ、２つのアインツェルレンズでビームを収束させる。引き出し電圧で加速された
イオンは、加速・減速電極で要求されるエネルギーまで加速、または減速される。電極の主電
源にはふらつきが 0.01% 以下の精度で 80 kV の電圧が供給出来る電源が使用されている。イオ
ンビームの入射エネルギーは、イオン源とアースの電位差を合計 1000M Ω の抵抗を介して電
流値を直読する事で測定している。実験中の加速エネルギーの読み値は最大±100V の範囲で
安定していた。本実験においては主にD+

3 ビームを使用していたため、重陽子一つ辺りのエネ
ルギーのふらつきは最大でも±33eV 程度となる。加速・減速電極を通った後、イオンビームは
真空散乱槽 1 へ入射される。真空散乱槽 1 を通過したイオンビームは、10mmφ のスリットを
通り、再び２つのアインツェルレンズで収束され、真空槽 2 の直前に設置された偏向電磁石に
よって鉛直方向に 60 曲げられる。これにより、再度イオンの選別と、中性粒子を取り除く事が
出来る。その後、6mmφ のスリットを通り、以後に示す様にファラデーカップ及び標的に入
射する。

図 5.1: 大強度イオン照射装置の全景。手前側から順にイオン源、収束レンズ系、加速電極で構
成されている。稼働時には架台全体が昇圧する。
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図 5.2: 大強度イオン照射装置の概略図。
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5.2 真空層内セットアップ
真空層内のセットアップについて述べる。真空層内は実験中は 10−5 ∼ 10−6Paに保たれてい

る。真空層内に入射したビームは、6mmϕ のスリットを通り、60度の角度で標的に入射する。
その様子を図 5.3に示す。
スリットを通過した重陽子ビームはターゲットである Indiumuに入射する。その途中にあるファ
ラデーカップは駆動式であり、測定時は定期的にファラデーカップを挿入しビームを遮ること
によってビーム電流を測定している。ビームを照射することによって In中に重陽子が蓄積し、
蓄積した重陽子と入射重陽子による d(d,p)t反応で生じた proton及び tritonを SSDによって検
出する。また、Indiumとの弾性散乱で検出器方向に散乱された重陽子は検出器前面に設置され
たアルミ膜 (2µm)に吸収される。Indium表面が汚染された際はスクレーパーを用いて、真空
を破ること無く Indiumの清掃をすることができる。また、ホーンの下部には超音波発振器が
取り付けられており、標的に超音波を照射することができる。

図 5.3: 真空層内の概略図。ファラデーカップは駆動式であり、挿入することによってビーム電
流を計り、引き抜くことによって標的にビームを照射する。また、スクレーパーを用いて真空
中で標的の表面を清掃することができる。
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本研究で用いた標的は、natural Indiumであり、純度は 99.99%である。融点は大気圧中で
156.4℃であり、標的を液体にするために標的専用フォルダー (SUS316)に２本の 3.1mmϕのカー
トリッジヒーター (八光 HLJ1051)を取り付け、使用している。ヒーターの固定には特殊接着剤
であるアロンセラミックC(東亜合成)を用いている。融解した Indiumの温度測定には、放射温
度計 (Impac IP140型)を用いた。

5.3 検出器と立体角
荷電粒子の検出にはSi半導体検出器を用いた。有感面積は450mm2、部分空乏層厚さは100µm

である。本研究では d(d,p)t反応による protonと tritonを検出の対象とした。検出器は冷却水
を通して検出器フォルダーを冷却することで約 5℃に保たれ、ノイズを減少させている。測定
は以下の３つの条件で行われ、それぞれのGeometryを 1,2,3として Lab系におけるディテク
ターの配置を図 5.4,5.5,5.6に示す。
各図において、左図はビーム下流側から見た図であり、右図はビームと垂直な方向から見た

図である。Thermometerから出ている矢印は Thermometerの射線を表しており、Geometry3

においては検出器が障害物となり、標的の温度を測定することができない。
Geometry1,2は実験室で見て、ターゲット直上からビームと垂直な方向に 50°傾けてられてい
る。これは、DD反応の角分布が打ち消される角度として θ = 124°となるように設定をした。
ここで、θは入射ビームに対する検出器中心の角度である。
Geometry3は Geometry2の θ = 0°としたものであり、ターゲット直上に設置されているが、
検出器フォルダーとビームとの干渉を避けるためにビーム下流側に 5.0mm引き出されている。
これはは立体角を犠牲にせずに測定ができる最後方の角度として設定されており、θ = 142°と
なっている。
Geometry2,3のアルミ膜と検出期間の距離 rdがGeometry1よりも長いのは、後述するアルミ
膜で生じるバックグラウンドを減少させるために、検出器を遠方に移動させアルミ膜との距離
を広げたためである。

図 5.4: Geometry1の、Lab系での検出器の配置。左図はビーム下流側から見た図であり、右図
はビームと垂直な方向から見た図である。
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図 5.5: Geometry2の、Lab系での検出器の配置。左図はビーム下流側から見た図であり、右図
はビームと垂直な方向から見た図である。

図 5.6: Geometry3の、Lab系での検出器の配置。左図はビーム下流側から見た図であり、右図
はビームと垂直な方向から見た図である。
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これらをまとめると以下の３つの条件となる。

• Geometry1 θ = 124o, rd = 44mm, rAl = 4mm

• Geometry2 θ = 124o, rd = 53mm, rAl = 13mm

• Geometry3 θ = 142o, rd = 53mm, rAl = 13mm

ここで、θは入射ビームに対する検出器中心の角度、rdはターゲット表面の中心から検出器表
面の中心までの距離、rAlは検出器表面からその全面に設置されたアルミ膜までの距離を表し
ている。
一般的に、点状源が円筒型検出器の中央軸上にある場合、点状源から検出器までの距離を d、

検出器の有感面積の半径を a とした場合、立体角は、

Ω = 2π

(
1− d√

d2 + a2

)
(5.3.1)

で与えられる。ここから立体角を求めると、

• Geometry1 Ω = 1.75%

• Geometry2 Ω = 1.23%

• Geometry3 Ω = 1.22%

である。厳密にはGeometry3において、標的の中心は検出器の中央軸上には位置しないが、中
心軸上からのずれが rdに対して小さいため、立体角に対する影響は非常に小さいと考えられ
る。そのため、Geometry3に対しても上記の値を採用する。
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5.4 超音波発生装置
本研究で用いた超音波発生装置に付いて説明する。本研究において、この超音波発信装置は

液体 Inが清浄であるかの確認や、液体 In表面の清掃に用いられている。

5.4.1 振動系

圧電素子 (圧電体に加えられた力を電圧に変換する、あるいは電圧を力に変換する、圧電効果
を利用した受動素子) によって作られた振動源が、ランジュバン型振動子 (BLT) によって標的
に伝えられる。ランジュバン型振動子とは、圧電素子とそこで生成された振動 (超音波) を伝え
る金属とが一体化した物を指す。実際に用いた圧電素子はチタン酸ジルコン酸鉛であり、PZT

と呼ばれる。強力な超音波を必要とする為、この PZT を４枚重ね、共振を利用して強力な超
音波を発生させる。また、BLT を真空チェンバーに固定する為、振動による真空漏れを防ぐ為
にフランジ位置が波長の節に来る様に調整されている。BLT によって伝えられた超音波はホー
ンによって伝達・増幅され、標的に伝わる。また、標的の最表面が腹になる様に設定されてい
る。以下に、超音波システムの概略図を示す。

図 5.7: 超音波システムの概略図。
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5.4.2 発信器

今回用いた発信器は、超音波発信の on/off をリレー接点により外部からコントロール出来る
様になっている。また、温度によって音速が変動する等の負荷変動による共振周波数の変化を捕
らえ、出力周波数を常に共振周波数に保つ様に自動でこの変動を追従する。振幅は 1.76 ∼ 10µm

であり、制御が可能になっている。本研究では振幅を 2.0µmと固定した。

5.5 測定回路系

5.5.1 測定系の制御

本研究ではCAMACクレートコントローラを用いてデータ収集を行い、その補助としてNIM

モジュールを用いた。PC によってCAMAC Output Register(テクノランドC-RP202) の出力
を制御し、ビームの電流測定用のFaraday Cup の出し入れと、超音波装置の電源 on-off を制御
している。制御は以下の表に示すように行った。

Time [sec] Beam Ultra Sonic

3 off(BackGround) off

10 on(ForeGround) off

3 off on

10 on on

表 5.1: Faraday Cup と超音波電源の制御。Back Ground と Fore Ground 間は Faraday Cup

引き抜きの為に２秒間、Fore Ground と Back Ground 間は Faraday Cup 挿入の為に１秒間、
データ収集を行っていない。このサイクルが測定中繰り返される。各条件におけるデータ収集
は IDにより区別され、別々に解析を行う事ができる。

5.5.2 エネルギー測定

Si検出器からの信号をPre-Amp.(ORTEC社製142B)に通し、そのE出力をLinear Amp.(ORTEC

社製935、以下L.A.)を用いて増幅した。L.A.の Unipolar出力を Attenuatorに通し、CAMAC-

ADC(ORTEC 社製 AD811、Peak Sensitive 型) に入力することで Si検出器のエネルギー情報
を得た。また、 RESERCH PULSER(ORTEC 社製 448)を用いて Si検出器のOutputに似せた
信号を作り、同じPre-Amp.のTEST入力に 5Hzで入力し、ゲイン変化の指標とした。ADCの
ゲートは同 L.A. のBipolar出力を Discriminator で論理信号に変換し、それをGate Generator

に入力することで発生させた。
また、PCによるデータ収得時間 (～200µsec/event)はGate Generator に vetoをかけ、ADC

の Gate が発生しないようにした。Scaler0(LeCroy 社製 2551) には veto をかけず、測定中の全
トリガー数が計数できるようにした。図 5.9に測定回路の概略図を示す。

5.5.3 測定時間情報及びビームカレントの取得

時間情報の取得は、ファラデーカップによる電流測定と密接に結び付いている。ファラデー
カップによって計測された電荷量は、Current Integrator(ORTEC 社製 439) によって積分さ
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れ、10−7Cごとに+5V, 500nsecの信号を出力する。この信号を Inverter と Attenuetor を経由
し、Scaler0 及び Scaler1(C-TS 203)に入力することで電荷量を測定した。測定時間は、Clock

Generator(Technoland社製N-TM203)からの 1MHzの信号を直接 Scaler1に入力している。こ
れら２つの情報を用いて、ビームカレント及びフォアグラウンド時の入射電荷数を決定するこ
とができる。Scaler0に関しては、測定中の全イベント数と電荷量を計数するために、測定開始
時にリセットをし、それ以降は読み取り以外の操作を行わない。Scaler1に関しては、フォアグ
ラウンド時は、Live time を計測するために ADC の Gate に veto がかかっている時は、同様
に Scaler にも Inhibit をかけている。バックグラウンド時はイベントが発生しても Inhibit を
かけていない。また、上記の測定サイクルの１つが終わるごとに値はリセットされる。

図 5.8: エネルギー測定で用いた回路図。信号は基本的に上から下に進むが、一部のそうでは無
い部分には信号の進行方向を矢印で示した。
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図 5.9: カレント及び時間の測定に用いた回路図。信号は基本的に上から下に進むが、一部の
そうでは無い部分には信号の進行方向を矢印で示した。LeCroy G.G. はファラデーカップの制
御に用いていて、ファラデーカップ挿入時以外の時に G.G.2 が Inhibit をかけないようにして
いる。
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5.6 ビームカレント
本測定で用いられた重陽子ビームのカレントの安定性や、エネルギー・使用イオンごとの電

流値について述べる。

5.6.1 ビームカレントの安定性

ビームの電流値は前述した通り、ファラデーカップ (F.C.)を挿入し、ビームをF.C.に当てる
ことで測定している。ある測定で得られたビームの電流値を図 5.10に示す。横軸は測定を開始
してからの時間に相当するものであり、表 5.1に示したサイクルの何周目であるかを示してい
る。縦軸はバックグラウンド時に測定された電流値である。この様に、ビームカレントは測定
中ほぼ一様であり、非常に安定している。
測定されるカレントはどの測定でも図 5.10のようにほぼ一様であった。しかし、一時期F.C.が
故障し、その引き出しが不十分になり、標的へのビーム照射を妨げていることがあった。その
時の収量の時間変化を図 5.11に示す。これは F.C.が故障している時期に測定した、固体 In標
的,Ed = 30keV,D+の時の収量の時間変化であり、縦軸が d(d,p)t反応による陽子の収量、横軸
が測定を開始してからの時間である。収量が徐々に増加しているのは固体標的を用いているた
めであり、標的中の重陽子密度が徐々に増加しているためである。20-21cycle目の収量が一時
的に低くなっており、これは F.C.の引き出し不良によりビームが半分程度 F.C.によって遮ら
れた結果である。この様な場合でもF.C.の挿入は問題なく行われるため、バックグラウンド時
に測定されるカレントは一定である。従って、収量の変化によりF.C.が故障し始めたと思われ
る時から F.C.を新しい物に交換するまでに行った測定は全て収量の解析からは取り除いた。

図 5.10: ビームの電流値の安定性。横軸は測定
開始からの時間経過、縦軸はバックグラウンド
時に測定された電流値である。測定中の電流値
はほぼ一様で非常に安定している。

図 5.11: F.C.の引き出し不良時の収量時間変化
の例。横軸は測定開始からの時間経過、縦軸は
陽子の収量である。20-21cycle目の収量が一時
的に低くなっており、これはF.C.の引き出し不
良によりビームが半分程度F.C.によって遮られ
た結果である。
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5.6.2 ビームカレント

本測定で用いられた重陽子ビームの典型的なエネルギーでの最大ビームカレントを示す。エ
ネルギーが低くなるにつれて電流値も下がり、低エネルギーでの測定をより困難にしている。
電流値が下がる原因は加速・減速電極で重陽子の減速が低エネルギーになるほど大きくなり、
ビーム軸方向以外への運動量の広がりが広くなることだと思われる。

Ed [keV] D+ D+
2 D+

3

60 20 [µA]

20 20 15 100

15 15 65

10 40

5 10

表 5.2: エネルギー、使用イオンごとの最大電流値。1列目は入射エネルギー、2-4列目はそれ
ぞれD+, D+

2 , D
+
3 を用いた際の最大電流値。

5.7 標的
本測定で標的として用いた Indiumの特性について述べる。InはZ=49、A=114.818で銀白色

の柔らかい金属である。
III 族に属し、価電子数は３である。また、水素との化合物を生成しないため、重陽子ビームを
用いた長時間の測定が可能である。同位体比は、115

49In が 95.7% を占め、113
49Inが 4.3% である。

113
49Inは安定であるが、

115
49In は半減期 4.4× 1014 年で β− 崩壊し、115

50Smへと変化する。しかし、
半減期が非常に長い為、この効果は考慮しない。

5.7.1 密度

Inの密度は固体状態で 7.31g/cm3(室温)、液体状態で 7.02g/cm3(融点付近)である。[21]によ
ると、156.4～300度の範囲において、

ρ = 7.15− 8.36× 10−4T (5.7.1)

と求めている。ここで、Tは温度であり、摂氏で表されている。本研究において、測定はT ∼ 230o

及び T ∼ 380oで行われた。式 (5.7.1)を高温側に外挿し、それぞれの測定時の密度を求めると
ρ = 6.96, 6.83g/cm3となる。

5.8 清浄な標的の作成
本研究で用いた標的は粒状 (ニラコ製)で、純度は 99.99%である。これを標的フォルダー

(15mmϕ× 3.5mm)に入れ、カートリッジヒーターで溶かすことによって液体標的が得られる。
液体標的の場合、表面の状態が特に重要となる。In中での D+ の飛程は、Ed = 20keV で約
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0.12µmであり、表面に不純物などが浮かんでいる状態では、固体中と類似したDD反応となっ
てしまう。従って清浄な表面の標的を作ることは非常に重要である。
Inは水素と化合物を形成しない。従って、一度不純物を除去すると長時間の測定が可能にな

るが、残留ガスによる酸化、または、In中やターゲットフォルダーの表面に存在する不純物な
どにより Inは少しずつ汚染されていく。その際、汚染が軽微な状態では、超音波照射中は汚れ
が In表面に集まり、超音波照射を止めると汚れが見えなくなるといったことが目視できる。こ
のようなことが起きる理由は不明であるが、この効果により、Inに軽微な汚染が存在する場合、
スペクトルと放射温度計に超音波 on/offで以下の図に示すような違いが生じる。また、汚染が
ひどい場合には U.S. off のスペクトルにも固体ピークが見えるようになる。
図 5.12は Inが清浄な際に得られる d(d,p)t反応のスペクトルであり、U.S. の on/off でスペク
トルに違いは見られない。また、図 5.14の (a)は Inが清浄な際の放射温度計の読みであり、こ
ちらにもU.S. on/offによる違いは見られない。
図 5.13は Inが軽度に汚染された際に得られる d(d,p)t反応のスペクトルであり、U.S. の on/off

でスペクトルに明らかな違いが生じている。U.S. on時に見えているのは汚染膜で生じている
d(d,p)t反応のピークであり、液体 In 内で生じたものではない。また、図 5.14の (b)は Inが軽
度に汚染された際の放射温度計の読みであり、こちらにも U.S. on/offによる違いが生じてい
る。U.S. on時のみ放射温度計の読みが高くなっており、これは温度計で見ている物質が Inか
ら不純物に変化している為だと思われる。
Geometry3においては、Inと検出器の位置関係から温度測定をすることができないが、汚染

膜による固体ピークは収量も多く、液体ピークと位置も異なるため、スペクトルを目視するこ
とで Inが清浄かどうかを判別することができる。そして In が汚染されていた際は、ビーム照
射とU.S.照射を繰り返すことで表面に汚れが集まり、それを汚れをスクレーパーで除去するこ
とによって清浄な液体 In 標的を得ることができた。

図 5.12: Inが清浄な時のProtonのスペクトル。左が U.S. offで、右が U.S. onである。スペク
トルに大きな違いは見られない。
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図 5.13: Inに軽微な汚染が存在する時のProtonのスペクトル。左が U.S. offで、右が U.S. on

である。スペクトルに大きな違いがあり、onの方には汚染物質による固体ピークが見えている。

図 5.14: 放射温度計の読みの変化。(a)が Inが清浄な時で、(b)が軽度に汚染されている時の
ものである。また、青線はU.S. on/off が切り替わった時間を示している。(a),(b)ともにBeam

on の時に温度が上昇し、Beam off の時に温度が下降しているが、汚染時 (b)は、U.S. onの時
の温度が offの時よりも高くなっている。(a),(b)で温度が異なるのはヒーターの設定が異なる
ためである。
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本実験により得られた測定結果を示す。

6.1 エネルギースペクトル
以下に、液体 In標的時に得られた d(d,p)t反応の典型的なエネルギースペクトルを示す。

図 6.1: 液体 In標的時に得られた protonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによって
分けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上
からD+

3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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図 6.2: 液体 In標的時に得られた tritonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによって分
けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上
からD+

3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。

図 6.1、図 6.2は液体 In標的時にD+
3 ビームを使用した際に観測されるd(d,p)t反応の典型的な

エネルギースペクトルである。図6.1はprotonのエネルギースペクトルであり、図6.2はTritonの
エネルギースペクトルである。各列はGeometryによって分けられており、左からGeometry1,2,3

である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上からD+
3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。

Geometry3のE = 60, 50keV においてはピークが２つ見えている。この２つのピークのうち、
エネルギーの高い方は検出器前方のアルミ膜で生じた d(d,p)t反応によるものである。検出器が
より後方にあるGeometry3のみでこの効果が分離されて見えている。また、図??から、triton

のエネルギースペクトルにはノイズが重なっていることがわかる。これらのバックグラウンド
を除去し、純粋な液体 In中でのスペクトルを得る。
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6.1.1 バックグラウンド

本実験に置いて、主なバックグラウンドは３種類ある。１つは中性子などを起源とするノイ
ズ。もう１つはディテクター全面のアルミ膜で生じる D(d,p)T反応によるバックグラウンド。
最後に、宇宙線などによるビームを起源としないバックグラウンドである。

ノイズの除去

Tritonのピークにノイズが重なっているため、まずはこれを除去する。本実験ではバックグラ
ウンドとフォアグラウンドを数秒置きに交互に測定している。フォアグラウンドとバックグラウ
ンドの比較を図 6.3に示す。このBackgroundのYieldはビームのエネルギーに強く依存してい
るため、D(d, n)3Heなどを起源とするものだと考えられる。Backgorundの分布を Foreground

の分布にNormalizeし、直接引くことによってノイズを除去する。
ノイズ除去の様子を図 6.4に示す。500-600keV(青線)内の収量がフォアグラウンド (黒)とバッ
クグラウンド (赤)で等しくなるようにバックグラウンドの高さを調整し、直接スペクトル同士
の引き算を行い、ノイズを取り除いた。

図 6.3: Ed = 20keV,Geometry3の Foreground及びBackground

アルミ膜イベントの除去

図 6.4を見ても分かるが、一部のProton,Tritonのスペクトルにはピークが２つ見られる。こ
のうち、エネルギーの高い方のピークはディテクター全面に設置しているアルミ膜で生じた
d(d,p)t反応によるものである。このイベントを便宜的にアルミ膜イベントと呼ぶことにする。
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図 6.4: Ed = 20keV,Geometry3のスペクトルにおいて、ノイズを取り除いた様子。上図の黒は
フォアグラウンド、赤はNormalizeされたバックグラウンド、下図はフォアグラウンドからバッ
クグラウンドを引いたスペクトルである。青線はNormalizeに使用した範囲を示している。他
のエネルギーに対しても同様の処理を行う。

これは Indiumに入射した重陽子ビームがラザフォード散乱などによりアルミ膜の方向に散乱
し、蓄積することで生じる。そのため、アルミ膜を交換するとその部分の収量が減り、測定を
続けていくうちに徐々に収量が増えていく。

アルミ膜イベントのエネルギー分布

TRIMコード及びモンテカルロシミュレーションにより、アルミ膜イベントのエネルギー分
布の計算を行った。

アルミ膜に入射する重陽子のエネルギー

Indiumに入射し、その後ラザフォード散乱などでディテクター方向に散乱された重陽子がアル
ミ膜イベントの入射ビームとなる。従って，まずはそのエネルギー分布をTRIMの Backscattered

Ion を使用し求めた。計算時の条件は以下の通りである。

1. 入射イオンはH+とし、その質量を 2.014uとした。

2. 重陽子の入射角度はターゲット平面に対して垂直から 30o傾いている。

3. Indiumの密度は融点時の密度である 7.02 g/cm3。

4. Indiumは充分厚く (10µm)、イオンが突き抜けることはない。
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入射エネルギーは Ed = 5keV～25keVの範囲で約 1.7keV刻みに設定した。Al膜に到達する際
の重陽子のエネルギー分布の例を図 6.5に示す。入射エネルギーに近いエネルギーの粒子が到
達するのは稀であり、大部分が数 keVの粒子となっている。

図 6.5: Geometry3と同じ位置に置いた、20mmϕのアルミ膜方向に散乱する重陽子のエネル
ギー分布。

図 6.5のエネルギー分布に従う重陽子が全てアルミ膜に垂直に入射したとして、ディテクター
に検出されるProton、Tritonのエネルギースペクトルの計算を行った。結果の一例と測定され
たスペクトルを比較したものを図 6.6に示す。黒線が測定されたスペクトルであり、赤線が計
算により求めたアルミ膜イベントのスペクトルである。非常に良くピークと一致している。

図 6.6: Geometry3において、Ed = 20keV の時にディテクターに入射するアルミ膜からの陽子
のエネルギー分布の計算値と測定されたスペクトルの比較。
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計算から求めた、アルミ膜イベントの収量の入射エネルギー依存性を図 6.7に示す。黒線は
後に示す液体 In中での d(d,p)t反応の収量であり、赤線は計算より求めたアルミ膜イベントの
収量である。蓄積している重陽子の量が一定ならば図 6.7に示すように、重陽子ビームの入射
エネルギーが下がるに連れて収量が急激に減っていく。そのため、Ed = 10keV程度になると、
アルミ膜イベントはほぼ見えなくなる。

図 6.7: Geometry3において、測定で得られた液体 In標的時の収量と、ディテクターで検出さ
れるアルミ膜イベントの収量の入射エネルギー依存性。アルミ膜中の重陽子密度は一定とし、
収量は Indiumへの入射粒子数でNormalizeされている。

アルミ膜に蓄積している重陽子の量は一定ではないため、各入射エネルギーの分布に対し個
別にアルミ膜イベントの量を推定し取り除く。
図 6.1、図 6.2から見られるように、ほぼアルミ膜イベントが存在しない入射エネルギーの低い
スペクトルは、高エネルギー側の落ち方が非常に鋭い。従って、スペクトルの高エネルギー側
のある部分からそれ以上は、全てアルミ膜イベントであると推測できる。そこで、以下のエネ
ルギー範囲はアルミ膜イベントのみであるとし、その範囲の収量と計算より求めたアルミ膜イ
ベントのスペクトルの同範囲の収量が等しくなるようにNormalizeを行った。

• Geomery1,2 Mean+ σ ≤ Ep ≤ Mean+ 3σ

• Geomery3 Mean ≤ Ep ≤ Mean+ 3σ

ここで、Meanは計算値のスペクトルをガウス関数で fitした際の中心値であり、σはその時の
分散である。Geometry3のみ範囲が広いのは、Geometry3のみアルミ膜イベントが分離されて
見えているためである。図 6.8に概略を示す。上図は計算より求めたアルミ膜イベントのスペ
クトルであり、ガウス関数で fitを行っている (赤線)。下図は測定されたスペクトルであり、青
いラインに囲まれている領域の積分値が等しくなるようにして、Normalize を行った。
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図 6.8: Ed = 20keV,Geometry3のアルミ膜イベントの計算値と測定データ。アルミ膜イベン
トの分布をガウス関数で Fitし、その中心値から+3σまでをNormalizeの積分範囲とした。青
線はその範囲を表している。

宇宙線によるバックグラウンド

加速器を昇圧していない状態でのバックグラウンドを図 6.9示す。その収量は、約 1500keV

より下では指数関数的に変化しており、それよりも上の領域ではほぼ一定となっている。この
バックグラウンドは非常に数が少ないため、測定に時間がかかる低エネルギー側でのみ考慮す
る必要がある。10keV、D+

3 のデータを取得するのにかかった時間は約 139× 103secであり、そ
の Protonのスペクトルの範囲は 2910～3060keVである。その範囲での宇宙線のバックグラウ
ンドは (4.3± 2.5)× 10−3count/1000secであり、10keV、D+

3 の測定中のバックグラウンドの数
は約 0.60 ± 0.35countである。同様に、Tritonのスペクトルの範囲を 920 1060keVとすると、
バックグラウンドの数は約 74.3± 3.2countである。しかし、Triton側のバックグラウンドはノ
イズの除去の際に宇宙線によるバックグラウンドも除去されているはずである。従って、この
バックグラウンドについては考慮しないこととした。

図 6.9: 加速器を昇圧しない状態でのバックグラウンド。宇宙線などを起源としている。検出器
はGeometry3のときと同様な配置になっている。測定時間は約 200時間であり、縦軸は時間で
Normalizeしてある。
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6.1.2 エネルギー校正

本実験では、Indium表面が汚染されているときや、Indiumが固体である時には収量の多い
d(d,p)t反応のピークが見られる。このピークは汚染膜で生じるターゲット重陽子が静止している
典型的なDD反応によるものであり、そのエネルギーは単純な運動学から求められる。このPro-

ton,Tritonピークと、測定中入力しているパルサーのピークからエネルギー校正を行った。液体 In

表面が汚染されている際の典型的な生スペクトルを図に示す。左から順にTriton,Proton,Pulser

によるピークが見えている。

図 6.10: Geometry3,E = 60 keV,D+
3 の液体 In標的の表面が汚染されている際のRaw Spectrum。

見えているピークは左からTriton,Proton,Pulser によるピークである。

零点の移動、ゲインの変化の補正

本実験は半年以上の期間に渡り測定を行っている。また、Indium表面の清掃を行うために、
頻繁に Si 検出器のバイアスを落としている。そのため、各測定毎に零点の移動やゲインの変
化が起きていることが考えられる。従って、まずはその補正を行った。、ゲインの補正には各測
定のパルサーのピークを用い、零点の補正には以下の条件の測定を用いた。

Geometry1 60keV D+

Geometry2,3 60keV D+
3

零点の補正に用いた測定は、標的 Indiumの清浄さを確認するために頻繁に行われている。後
に示すが、零点の変化は緩やかなものであると考えられるため、上記の補正に用いたもの以外
の測定の零点は、直近の補正に用いた測定と同じであるとした。
図 9.2に示すように、Indiumの表面が汚染されているときには清浄な時にはないピークが見

られる。図 9.2の左が In が汚染されている時、右が清浄な時である。Inが汚染されているとき
のみ、収量の多いピークが見える。このピークのエネルギーは Indiumが固体の時に見られる
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ピークと同じであるため、汚染膜に蓄積した重水素と入射重水素による d(d,p)t反応であると
考えられる。そのため、ターゲット重水素が静止している d(d,p)t反応の運動学にしたがう。パ

図 6.11: E = 60keV,D+
3 時の放出陽子のエネルギースペクトル。Indium表面が汚染された時の

もの (左)と、表面が清浄なときのもの (右)。

ルサーのシグナルは Pre AmpのTest入力に入力されており、毎回一定の波高のシグナルが入
力されている。従って、零点の移動やゲインの変化がなければ、入射重水素のエネルギーとジ
オメトリーが同じであれば、Triton、Proton、Pulserのピークの位置は常にCHに立つはずで
ある。
図 6.12のように、汚染時のピークをガウス関数＋１次関数、パルサーのピークをガウス関数で
フィットした。ガウス関数の中心値の推移を図 6.13に示す。上からTriton,Proton,Pulserのピー
ク chの推移を表している。

図 6.12: エネルギースペクトルのフィットの様子。青線がガウス関数＋一次関数、赤線がフィッ
トによって得たガウス関数。
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図 6.13: Ed = 20 keV,Geometry3の時の、ガウス関数の中心値の推移。上から順に Triton、
Proton、Pulser。横軸はRunが時系列順に並んでおり、右に行くほど新しいRunとなる。

図 6.13から分かるように、零点、ゲインは測定ごとに変化している。Tritonはエネルギーが
低いためゲインの変化には鈍感であり、逆にPulserはゲインの変化に敏感である。よって、零
点の変化は緩やかであり、ピーク位置の変化は大部分がゲインの変化によるものであると分か
る。

Tritonのピークが 210ch、パルサーのピークが 1520chになるように下式の α、βを決め、決
定した α、βで同様の補正を Protonのピークにも行った。

CH′
Triton = α(CHTriton + β) = 210

CH′
Pulser = α(CHPulser + β) = 1520

補正後の Protonピークを図 6.14に示す。ほぼ一定となることから正しい補正が出来ていると
考えられる。なお、中心付近の大きなギャップの前後では一ヶ月以上の期間が開いおり、F.C.

の交換などを行ったため、零点の移動やゲインの変化以外に何か別の要因があると考えられる。
従って、その前後で異なるエネルギー校正の式を使うことにした。
補正後のProtonピークを 0次関数でFitし、Protonピークの平均チャンネル数を求めると。図
6.14の様になり、前半では 920.21± 0.02ch、後半では 900.90± 0.04chとなった。

ピークに対応するエネルギー

本実験の場合、一部の粒子が散乱によって標的外へと放出されるのを除けば、基本的に全入
射重陽子は標的中で静止する。従って、運動学的な計算値ECentroid

p は入射重陽子のエネルギー
から得られる放出陽子のエネルギーEpから、2µmのアルミ膜を通過して損失するエネルギー
ϵpを差し引き、断面積の重みをつけた値

ECentroid
p =

∫ Ed

0
Ep(E)σ(E)dE∫ Ed

0
σ(E)dE

− ϵp (6.1.1)



6.1. エネルギースペクトル 53

図 6.14: Ed = 20 keV,Geometry3の零点及びゲイン補正後の Protonピーク ch

であると考えられる。ここで、入射重水素の飛程が数 100nmと非常に短く、標的中での放出陽
子のエネルギー損失は無視できるほど小さいため考慮しない。
しかし、実際の実験では検出器の検出角度は±10°程度の広がりを持ち、それによるエネルギー
スペクトルの広がりによってピーク値は変化する。従って、実際にスペクトルの形状を計算し、
ガウス関数で fitすることにより、ピークに対応するエネルギーを得た。ここで、fitしたスペク
トルは FWHM=20keVで鈍らせてある。
Ed = 20keV, θ = 142o のときのEp − ϵp及びEt − ϵt分布を図 6.15に示す。

図 6.15: 計算から得た Ed = 20 keV, θ = 142oの時のD(d,p)T反応による Protonエネルギー分
布 (左)とTritonエネルギー分布 (右)。両図は FWHM=20keVで鈍らせてあり、ガウス関数で
fitを行い中心値を求めている。

実験データ時と同様にガウス関数でピークのフィットを行い、ECentroid
p 及びECentroid

t を決定し
た。その結果得られたピークエネルギーの入射エネルギー依存性を図 6.16に示す。
この計算から、Ed = 20 keV,Geometry3のときのAl膜通過後のTritonピークのエネルギーは
707.95keV、Protonのピークのエネルギーは 2858.40keVであることがわかった。前セクション
で求めた各ピークのCH数を使うと、エネルギーとCH数の換算式が求まる。

Energy = 3.028 ∗ CH+ 72.09 [keV]

Energy = 3.113 ∗ CH+ 54.32 [keV]

同様な計算からEd = 60 keV,Geometry1の時はTritonピークが672.80keV、Ed = 20 keV,Geometry2

の時には 741.50keVであるため、それぞれの Tritonピークの chが 199.3ch、222.0chになるよ
うに零点とゲインの補正を行った。変換後の測定値と計算値の比較を図 6.17に示す。
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図 6.16: θ = 142oの時の、Ecentroid
p の入射エネルギー依存性。Proton（上）とTriton（下）。い

ずれも 2µm厚のアルミ膜通過後のエネルギーがプロットしてある。

図 6.17: Geometry3のエネルギーキャリブレーション後の、ピークの測定値と計算値の比較。
上がTritonで下が Proton。赤が計算値で黒が測定値。

6.1.3 本測定のエネルギー分解能

固体 In時のスペクトルを用いて、本測定におけるエネルギー分解能を求める。固体 In時のス
ペクトルは本来ならば非常にシャープなピークが得られるはずであり、それがガウス分布のよう
に見えるのは、おもに測定系の分解能によるものである。図 6.18に、Geometry3, 30keV,D+

3 ,固
体 In時の,計算によって求めたスペクトルと、測定により得られたスペクトルを示す。測定され
たスペクトル (右)は、計算されたスペクトル (左)に対して非常に幅が広い。ここで 30keV,D+

3

の測定を用いたのは、入射エネルギーが低くなるほどピークがシャープになるためであり、統
計が良くデータのうち、一番エネルギーが低いものとして選んだ。測定されたスペクトルはガ
ウス分布で fitしており、その幅を求めた。誤差の伝搬を

σ2 = σ2
measured − σ2

calculated (6.1.2)

として、測定系のエネルギー分解能 σを求めた。ここで、σmeasuredは測定されたスペクトルの
幅であり、fitしたガウス関数の幅を用いた。σcalculatedは計算により求めたスペクトルの幅であ
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り、分布のRMSを用いた。結果は以下の通りである。

For Proton : σ =
√
24.12 − 14.32 = 19.4 [keV ] (6.1.3)

For Triton : σ =
√
27.72 − 14.92 = 23.4 [keV ] (6.1.4)

本研究におけるスペクトルの計算では、上記の分解能を用いる。

図 6.18: Geometry3, 30keV,D+
3 ,固体 In時のエネルギースペクトル。左が計算値であり、右が

測定値、上がProtonで下がTritonである。赤い線は測定値をガウス関数で fitした結果である。
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6.1.4 純粋な液体 In中でのd(d,p)t反応のスペクトル

最終的に得られた液体 In標的時の典型的なスペクトルを示す。また、他のエネルギーなどの
全スペクトルは付録に示す。
図 6.19,6.20は液体 In 標的時にD+

3 ビームを使用した際に観測される d(d,p)t反応のバックグラ
ウンド除去後の典型的なエネルギースペクトルである。図 6.19は protonのエネルギースペク
トルであり、図 6.20はTritonのエネルギースペクトルである。各列はGeometryによって分け
られており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上か
らD+

3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。全てのエネルギー、Geometryで同様に幅が広く、非対称
性の大きいスペクトルが観測されている。

図 6.19: 液体 In標的時に得られた protonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによっ
て分けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、
上からD+

3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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図 6.20: 液体 In標的時に得られた tritonのエネルギースペクトル。各列はGeometryによって
分けられており、左からGeometry1,2,3である。各行ごとに入射エネルギーが異なっており、上
からD+

3 ,E = 60, 50, 45, 30keV である。
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6.1.5 固体 In標的時のスペクトルとの比較

液体、固体 In標的を用いて得られた、d(d,p)t反応のエネルギースペクトルの比較を図 6.21

に示す。図はGeometry3, E=60keV, D+
3 の時の測定データであり、左が proton、右が tritonの

スペクトルである。黒いスペクトルは液体 In標的時であり、赤いスペクトルは固体 In標的時
である。Inの状態によりスペクトルが大きく異なっていることが分かる。

図 6.21: Geometry3(θ = 142o),E = 60keV,D+
3 時の、In標的の状態別のスペクトル。左が

Proton、右がTritonであり、黒が液体 In標的、赤が固体 In標的を表している。

固体 In時のスペクトルはEd = 20keV の入射重陽子と静止重陽子による２体の d+d反応で理
解することができる。しかし、液体 In時のスペクトルは明らかに固体時と異なっており、それ
では理解することはできない。
液体時のスペクトルが、固体時と同様にEd = 20keV の入射重陽子と静止重陽子による反応で
あるとすれば液体時のピークエネルギーEp～3050keV は図 3.5から分かるように、θ ∼ 80oに
対応する。これは検出器が設置されている角度 θ = 142oと大きく異なっている。
また、Ed ≤ 20keV の d(d,p)t反応では、放出される陽子の最低エネルギーはEd = 20keV, θ =

180oの時の約 2860keVであり、それよりも低エネルギー側に延びているテールは到底説明す
ることができない。低エネルギー側のテールが In通過など何らかのエネルギーロスによるも
のならば、図 4.1から、TritonのエネルギーロスはProtonの約 3倍であり、Tritonのテールが
Protonのテールの 3倍ほど長くなければならない事がわかる。
簡単にいくつかのことを検討してみせたが、このように液体時のスペクトルは典型的な２体d+d

反応では生じ得ない。
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6.1.6 スペクトルの入射粒子状態依存性

図 6.22に 60keV,D+
3 (左上)、40keV,D+

2 (右上)、20keV,D+(左下)のスペクトルを示す。これ
ら３つのスペクトルは全て入射重陽子あたりのエネルギーはEd = 20keV であるが、分子状態
ごとにその収量及びスペクトルが大きく異なる。これより、液体 Inにおける幅の広いスペクト
ルは分子ビーム特有、または分子ビームで増強されるイベントであることが分かる。詳しい収
量の比較は次節で行う。
D+の 2900keV付近に見られるピークは固体ピークと同じ位置にあり、測定ごとに収量が大き
く異なるため汚染膜による固体ピークだと思われる。

図 6.22: Geometry3のE = 60keV,D+
3 (左上)、E = 40keV,D+

2 (左上)、E = 20keV,D+(左下)。
D+のみ、幅の広いピークがほとんど見られない。D+の 2900keVにあるピークは汚染膜によ
る固体ピークである。
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6.1.7 エネルギースペクトルの重心、幅

今、全カウントNが観測され、エネルギーEiの位置に niカウント計数したとする。この時
重心Eµは、

Eµ =

∑
iniEi

N
=

∑
iniEi∑
ini

(6.1.5)

として求めることができる。また、その誤差∆Eµの評価を考える。niの誤差を
√
niとしたと

き、誤差の伝搬則より

∆Eµ =

√√√√∑
i

(
∂Eµ

∂ni

)2

(
√
ni)2 (6.1.6)

となるが、
∂Eµ

∂ni

=
Ei

N
−
∑

iniEi

N2
(6.1.7)

であるので、

∆Eµ =
1

N

√∑
i

ni(Ei − Eµ)2 (6.1.8)

が得られる。
また、スペクトルの幅Eσは、

Eσ =

√∑
ini(Ei − Eµ)2∑

ini

(6.1.9)

として求めることができ、
∂Eσ

∂ni

=
Eσ

2N

{
(Ei − Eµ)

2

E2
σ

− 1

}
(6.1.10)

であるので、

∆Eσ =
Eσ

2N

√∑
ini(Ei − Eµ)4

E4
σ

−N (6.1.11)

が得られる。
上記の計算で得られたスペクトルの重心及び、幅を図 6.23に示す。左側が重心、右側が幅が

であり、上が proton、下が tritonである。図中の色はそれぞれGeometryが異なっており、黒が
Geometry1、赤がGeometry2、緑がGeometry3である。丸のプロットは液体標的、三角のプロッ
トは固体標的をあらわす。赤と緑のラインはそれぞれ計算から求めた θ = 124o及び θ = 142oの
時の固体標的時のスペクトルの重心である。
これらの値を求める際のエネルギーの範囲は、収量の計算をするときと同じ範囲を用いた。ま
た、固体標的時については、ピークをガウス関数で fitし、中心値±3σを計算範囲とした。
固体標的時の重心は計算から求めた重心と非常によく一致している。protonのGeometry2が

系統的に 10keVほど赤いラインからずれているのはエネルギー校正の問題だと思われる。数値
は異なるが液体、固体標的時ともに入射エネルギーの増加に合わせて、重心が下がっていくと
いう同様の傾向を示している。
しかし、幅は液体、固体で振る舞いが大きく異なっている。固体標的時は入射エネルギーが増
加してもほぼ幅は一定なのに対し、液体標的時は急激に幅が上昇していく。



6.1. エネルギースペクトル 61

図 6.23: スペクトルの重心 (左)及び幅 (右)。上は Protonで、下はTritonである。図中の黒は
Geometry1,赤はGeometry2,緑はGeometry3を表し、丸のプロットは液体標的、三角のプロッ
トは固体標的である。赤と緑のラインはそれぞれ計算から求めた θ = 124o及び θ = 142oの時
の固体標的時のスペクトルの重心である。
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6.2 収量

6.2.1 収量の算出

収量を求めるにあたり、その積分範囲を決定する。実験セットアップの際に述べた様に、本
実験では制御系によってフォアグラウンドとバックグラウンドを交互に測定している。バック
グラウンドの際はビーム電流をファラデーカップによって測定しているが、フォアグラウンド
の際はビーム電流を測定していない。従って、バックグラウンドで測定されたビーム電流から
フォアグラウンドの際のビーム電流を推定する事になる。今回は、あるフォアグラウンド間の
ビーム電流を、その前後のバックグラウンド間のビーム電流の平均値とした。ただし、ファラ
デーカップの異常などにより、正しいビームカレントを計測できていなかった測定も存在し、
そのようなものは収量の解析から取り除いた。

積分範囲

収量の算出における積分範囲を決めるにあたり、エネルギースペクトルを以下の関数で fit

した。

f(E) =


A1freq

(
−(E−A2)

A3

)
(E ≥ A2)

A1

(
freq

(
−(E−A2)

A3

)
+A4(E− A2)

)
(E < A2 && f(E) ≥ 0)

0 (otherwise)

(6.2.1)

fitの結果を使い、A2− 1
A4

≤ Energy ≤ A2+2A3を積分範囲とした。この範囲は両端で f(E) ∼ 0

となる範囲を示している。図 6.24に、fitの例とその積分範囲を示す。左図が Triton、右図が
Protonのスペクトルであり、赤線が式 6.2.1による fitであり、青線が fitにより決定された積分
範囲である。また、統計が少なく fitが困難なものについてはスペクトルを見て個別に積分範囲
を決めた。また、ここで決めた範囲は重心や幅を計算する際の範囲にも用いた。

図 6.24: Geometry3, Ed = 60keV,D+
3 の時の積分範囲決定の様子。左がTriton、右がProtonで

ある。赤線は fitした関数を表し、青線は積分範囲を表す。
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6.2.2 収量のエネルギー依存性

測定により得た、収量のエネルギー依存性を図 6.25、図 6.26に示す。図 6.25は Proton、図
6.26はTritonの収量のエネルギー依存性を表している。その際、ファラデーカップの異常によ
り、正確なビームカレントが測れていなかった期間に行った測定の収量が系統的に高くなった
ため、その時期の実験データは収量の解析に用いらなかった。なお、検出器の角度が同じであ
るGeometry2とGeometry1を統一するために、Geometry2の収量にはGeometry1,2の検出器
の立体角比 1.42を乗じている。プロットされている点に対して、

F (Ed) = A1 exp

(
A2√
Ed

)
(6.2.2)

で fitを行っており、赤いラインはA2 = 44.39としEd = 20keV でNormalizeしたものである。
詳しい計算は付録に示すが、固体標的時の収量のエネルギー依存性は A2 = 44.39とした赤の
ラインに近似される。液体 In標的に対する fitの結果は protonが θ = 124oでA2 = 14.1± 0.1、
θ = 142oでA2 = 14.4± 0.1、tritonが θ = 124oでA2 = 13.8± 0.1、θ = 142oでA2 = 14.3± 0.2

となっていて、液体時のA2は固体時の約 1/3になっている。このA2は式 (2.1.3)の Sommerfelt

parameter により決まっている値であり、単純に考えれば、液体時のA2が固体時に比べ 1/3に
なるということは、effectiveな電荷が減少してZ1Z2が 1/3になるか、effectiveなエネルギーが
増加しEが 9倍になることに相当する。これらのことから、非常に大きな遮蔽効果が生じてい
る。または、標的が運動をしていることが示唆される。このようなことは通常では起こり得な
く、非常に異常なものである。

図 6.25: 入射粒子がD+
3 の時の Protonの収量の入射エネルギー依存性。黒が θ = 124o、緑が

θ = 142oを表している。プロットしてある●はGeometry1、▼はGeometry2、■はGeometry3

を表している。
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図 6.26: 入射粒子がD+
3 の時の Tritonの収量の入射エネルギー依存性。黒が θ = 124o、緑が

θ = 142oを表している。プロットしてある●はGeometry1、▼はGeometry2、■はGeometry3

を表している。

6.2.3 収量のビームカレント依存性

金属中の重陽子密度

収量のビームカレント依存性は、金属中の重陽子密度がビームカレント、またはその熱量に
依存することによって生じる。重陽子を金属に照射し、金属内部に重陽子ターゲットを作り出
す実験では、金属内の重陽子密度は様々な要因で変化する。以下にその理由を挙げる。
金属に重陽子が入射し金属内部で停止すると、その重陽子は金属内に蓄積されていくためそ

の密度は時間経過とともに上昇していく。その一方で、密度勾配などによる拡散で重陽子はビー
ムの飛程外に輸送される。結果として、一定時間経過後の重陽子密度は平衡状態に達し、一定
になると考えられる。この平衡状態となった時の重陽子密度は、拡散の速度と時間あたりの入
射粒子数つまり、ビームカレントに依存する。拡散は熱運動などによって生じるため、金属の
温度が高くなれば拡散の速度が早くなり、重陽子密度は低くなる。標的を冷やすなどをして温
度が一定であれば、ビームカレントが大きくなれば重陽子密度も高くなると考えられる。

液体 In標的時の、収量のビームカレント依存性

図 6.29に測定から得られた、液体 In標的時の収量のビームカレント依存性を示す。左が
Geometry3, E = 60keV,D+

3、右がGeometry3, E = 30keV,D+
3 の protonの収量のビームカレ

ント依存性である。赤いラインは測定データを 0次関数で fitした結果である。収量に大きなカ
レント依存性は見られず、ほぼ一様になっている。
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図 6.27: 液体 In標的時、Geometry3,E = 60keV,D+
3 (左)及び、E = 30keV,D+

3 (右)の収量の
ビームカレント依存性。赤のラインは測定データを 0次関数で fitした結果である。

また、測定から得た収量の In標的の温度依存性を図 6.28に示す。Geometry2, E = 60keV,D+
3

のデータを使用し、横軸は標的金属の温度であり、縦軸は protonの収量である。赤いラインは
測定データを 0次関数で fitした結果である。わずかな温度依存性が見られるようにも見える
が、先ほどの議論のような温度が高くなれば収量が減るといった単純な相関は示していない。
収量の温度依存性は先述した標的重陽子密度の変化や、Inの密度変化による dE/dxの変化など
により生じるが、本実験で見られている温度依存性の理由の詳細は不明である。
これらの依存性がない、または非常に小さいことから、液体 In中における標的重陽子は固体

金属中と大きく異なることが示唆される。入射粒子が分子状態の時のみこのようなイベントが
見られることからも、入射重陽子と標的重陽子が一体であることが示唆されるが、詳細は考察
の章で述べる。

図 6.28: E = 60keV,D+
3 ,Geometry2の収量の温度依存性。赤いラインは測定データを 0次関数

で fitした結果である。ビームカレントは全ての測定で約 20µAである。

対比として、測定から得られた固体 In標的時の収量のビームカレント依存性を図 6.29に示
す。Geometry3,E = 30keV,D+

3 のデータを使用しており、縦軸が protonの収量であり、横軸が
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ビームカレントである。非常に大きなカレント依存性が見えており、約 3µAと約 52µAで収量
が一桁近く異なっている。本実験においてはターゲットの冷却などは行っておらず、ビームカ
レントが上昇すれば、それに伴い平衡時の標的温度も上昇していく。その結果、熱運動による
重陽子の拡散が大きくなり、収量が減少したものと考えられる。

図 6.29: 固体 In標的時、Geometry3,E = 30keV,D+
3 の収量のビームカレント依存性。

6.2.4 収量の入射粒子依存性

収量の入射粒子依存性を示す。Ed = 20keV の測定を三種類の分子状態で行っており、それ
ぞれの収量は以下の様になった。

• 60keV,D+
3 7.09± 0.10 [count/mC]

• 40keV,D+
2 2.808± 0.071 [count/mC]

• 20keV,D+ 0.0337± 0.0061 [count/mC]

なお、20keV,D+の積分領域は 60keV,D+
3 と同じであるが、固体ピークの領域は除いて積分を

行っている。
これらの収量は入射mCでNormalizeされている、つまり入射分子数当たりでNormalizeさ

れている。これを入射重陽子数でのNormalizeに変更すると、

• 60keV,D+
3 2.36± 0.03 [count/pmC]

• 40keV,D+
2 1.404± 0.036 [count/pmC]

• 20keV,D+ 0.0337± 0.0061 [count/pmC]

となる。比率をとるとD+
3 : D+

2 : D+ ∼ 70 : 42 : 1となる。
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図 6.30: 液体 In標的時、Geometry3,Ed = 60keV,D+
3 の収量の入射粒子の分子状態依存性。左

からD+, D+
2 , D

+
3 の収量である。
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7.1 実験結果のまとめ
液体 Indium中での d+d反応について、これまでに得られた主な実験事実を列挙する。

• エネルギースペクトル

– 収量が少ないため、通常では問題にならない検出器前面のAl膜からの d(d,p)t 反応
が見えており、大きなバックグラウンドとなっていた。

– 固体時のスペクトルと大きく異なっており、ピーク位置が高く、幅が広く、非対称
性が大きい。

– 通常の２体反応では説明できない範囲にまでスペクトルが広がっている。

• 収量

– 固体時と比較して、極端に収量が少ない。
Liquid:Solid ∼ 1:15 (E = 60keV,D+

3 )

– 固体時と比較して、入射エネルギーの減少に伴う収量の減少が非常に緩やかである。
Y ∝ exp (−A/

√
E) For Liquid B～13-15

For Solid B～44

– 入射粒子の分子状態に依存する。
YD+

2
: YD+

3
∼ 1 : 1.7 [count/pmC]

∼ 1 : 2.5 [count/mC]

YD+ ≪ 1

– ビームカレントに依存しない。

– ホスト金属の温度に依存しない。

以上の結果を基に、液体 In中で見られる異常な d+d反応についての考察を行う。
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7.2 実験事実からの考察

7.2.1 標的重陽子の運動

本研究で得られた液体時のエネルギースペクトルは、標的重陽子が静止していては生じ得な
い。このことは２体の運動学から明らかである。また、逆に、標的重陽子に運動を与えること
によって、ある程度はスペクトルを再現することが可能である。以下に標的重陽子に熱運動を
与えた例を示す。

熱運動モデル

標的重陽子が熱運動をしていると仮定した時に得られるエネルギースペクトル及び収量をモ
ンテカルロシミュレーションを用いて求めた。
標的重陽子に三次元的な運動を与えた。その運動エネルギーの分布はボルツマン分布、

P (E) ∝
√
E exp

(
− E

kBT

)
(7.2.1)

に従う。ここで、平均運動エネルギーは 1.5kbT である。標的重陽子は In中に一様に分布し、そ
れらの標的重陽子とビームによる入射重陽子による d(d,p)t反応の Thick-target Yieldを計算
した。
図7.1に計算により求めたエネルギースペクトルの一例を示す。プロットされている黒点は測定

データであり、Geometry3, E = 60keV,D+
3 のものである。３本のラインは標的重陽子が熱運動を

している際に得られるスペクトルである。それぞれ温度が異なり、kbT =0keV(青),4keV(緑),6keV(赤)

である。静止標的 (青)と比べ、標的のターゲットを上昇させることにより、ピーク位置が高く
なる、幅が広くなるなどの特徴を再現することができている。
スペクトルの重心及び幅の入射エネルギー依存性を図 7.2に示す。緑点は測定より得られた、

d(d,p)t反応のスペクトルの重心及び幅であり、赤線は計算より求められた、標的重陽子が熱運
動をしている際のスペクトルの重心及び幅である。定性的には、計算値が実験値を良く説明し
ているが、そのためには標的重陽子の温度が入射ビームエネルギーに依存していることを必要
とした。
標的の温度を kbT = 0.3Edとした際の、収量のエネルギー依存性を図 7.3に示す。緑は測定値

であり、Geometry3のものである。青線は固体標的時 (=標的が静止)、赤線は標的重陽子が熱
運動をしてる際の収量の計算値であり、Ed = 10keV で測定値と一致するように Normalizeし
ている。各色のラインは Y ∝ exp (−A/

√
Ed)で書かれており、

• 液体標的 A ∼ 14.4

• 熱運動 A ∼ 24.7

• 固体標的 A ∼ 44.4

である。熱運動を与えた際の収量が実験値を再現しているとは言い難いが、標的重陽子が静止
しているよりもはるかに良く測定値を説明していることがわかる。
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図 7.1: 標的重陽子が激しい熱運動をしているとしたときの、d(d,p)t反応のスペクトル。標的
の温度はそれぞれ kbT =0keV(青),4keV(緑),6keV(赤)である。プロットされている黒点は測定
データであり、Geometry3, E = 60keV,D+

3 のものである。

図 7.2: 標的重陽子が激しい熱運動をしているとしたときの、スペクトルの重心及び幅の入射エ
ネルギー依存性。Geometry3での測定値 (緑)及び計算値 (赤)。標的の温度を入射エネルギーの
0.3倍とすると、重心と幅の変化が良く再現できる。

熱運動モデルのまとめ

ここまでの議論から、熱運動モデルでも定性的には、ピーク位置のシフト及び幅の広さを説
明することができることがわかった。その際の標的温度は入射ビームエネルギー依存性を持ち、
kbT ∼ 0.3Edである必要があった。これは温度にして 107 ∼ 108K 程度となり、熱運動と呼ぶ
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図 7.3: 標的重陽子が激しい熱運動をしているとしたときの、d(d,p)t反応の収量。青線は固体
標的時、緑線は液体標的時、赤線は熱運動モデルによる計算値である。熱運動モデルの計算時
には標的の温度に入射エネルギー依存性を与え、kbT = 0.3Edとした。

には高すぎる温度である。また、非対称性を再現することはできず、収量も実験値を再現しな
い。実験事実である、収量の入射粒子の分子状態依存性などに対する回答もこのモデルでは示
すことはできない。しかし、このモデルの考察から、標的重水素は keVオーダーの運動エネル
ギーを持つ必要があり、その大きさには入射エネルギーに対する依存性があるだろう事が推測
できる。
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7.2.2 収量の各種依存性

収量に入射粒子の分子状態依存性が存在し、入射ビームがD+である時には Y ≪ 1であるこ
とから、この反応は分子ビーム特有の現象で有ることがわかる。また、収量にビームカレント
依存性及び、温度依存性が見られないことから標的重陽子は金属内にインプラントされた重陽
子ではない可能性が示唆される。

これらの事実の示唆及び考察から以下のモデルを考案した。

7.3 Cooperative Colliding Model

モデルの概略図を図 7.4に示す。このモデルでは、入射分子内の重陽子のうち、１つが Indium

との弾性散乱によりその軌道を変え、同一分子内の他の重陽子と衝突し（cooperative colliding)、
核反応を起こす。弾性散乱により後方に散乱されると２つの重陽子がColliding Beam のように
正面衝突をするため、この名前を付けた。

図 7.4: Cooperative Colliding Model の概略図。

7.3.1 モデルの詳細

時間経過にそったモデルの概略をD+
2 を例として図 7.5に示す。まず、加速器により加速さ

れたD+
2 イオンは、電子により２つの重陽子が束縛された状態のまま散乱槽に導かれる。それ

ら２つの重陽子は同一の運動量を持ったまま移動し続け、やがて Indiumに入射する。Indium

に入射した際に重陽子間の結合が切れると思われるが、その瞬間に２つの重陽子間のクーロン
障壁が変化し、各重陽子は微小なエネルギーを得る。その大きさは、D+

2 の核子間距離が 1.06Å

であるとき、約 14eVである。これは本実験の最低入射エネルギーEd = 3.3kV に比べても非常
に小さく、無視できる。Indiumに入射した後も、運動量の保存から 2つの重陽子は同一の方向
に進行し続ける。その際、各重陽子は Indium中を進行することによるエネルギー損失をする
が、電子によるエネルギー損失では質量の違い (md ≫ me)から重陽子の進行方向はほとんど変
わらないため、２つの重陽子の位置関係は保たれたままである。その後、どちらか片方の重陽
子が Indium原子核との弾性散乱をすることにより進行方向が変わり、ようやく２つの重陽子
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間の位置関係が崩れる。そして、散乱された先にもう片方の重陽子が存在すれば、それら 2つ
の重陽子は重心系のエネルギーによって決まる確率で核反応を起こす。
このような機構であれば標的重陽子の密度はカレントや温度に関わらず常に一定である。そ

して、分子の種類が変わることによりその標的密度が変化するため、収量の入射分子の種類に
対する依存性も理解することができる。

図 7.5: Cooperative Colliding Model の概略図。加速器により打ち出されたD+
2 イオン内の二

つの重陽子は同一の運動量を持ったまま移動し続け Indiumに入射する。Indiumに入射した後
も、運動量の保存から 2つの重陽子は同一の方向に進行し続ける。その際、各重陽子は Indium

中を進行することによるエネルギー損失をするが、電子によるエネルギー損失では質量の違い
(md ≫ me)から重陽子の進行方向はほとんど変わらないため、２つの重陽子の位置関係は保た
れたままである。その後、どちらか片方の重陽子が Indium原子核との弾性散乱をすることに
より進行方向が変わり、散乱された先にもう片方の重陽子が存在すれば、それら 2つの重陽子
は重心系のエネルギーによって決まる確率で核反応を起こす。

7.3.2 計算方法及び、パラメータ

計算は Indiumを厚さdxの層に区切り、ステップごとに行った。このdxの厚さはEd ≤ 12keV

では dx=0.1nm、それ以上では dx=1nmとした。ステップの進行によるフラックス及びエネル
ギーの変化の概略図を図 7.6に示す。
まず、Indiumに重陽子A,BがエネルギーE0、フラックスF0で入射する。厚さ dxの In層を通
過する間に、重陽子A,Bは Inとの弾性散乱によりそのフラックスを減らし、dx進行し終えた
時には F1となる。また、In中を進行することによるエネルギーロスも受け、エネルギーはE1

となる。これらの関係は

En = En−1 −
(
dEn−1

dx

)
In

dx (7.3.1)

Fn = Fn−1

{
1−R · ρIndx

∫ 2π

0

∫ π

θmin

(
dσ(En−1, θ)

dΩ

)
Ruthe

dΩ

}
(7.3.2)

として表される。ここで、Rは Inとの散乱後に多重散乱などにより再びは反応に寄与しない割
合であり、計算で求めるのが困難であるため、パラメータとした。θminは散乱をしたとみなす
最小の角度であり、今回は θmin = 10°と固定して計算を行った。(dEn−1/dx)Inは In進行によ
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るエネルギーロスであり、(dσ/dΩ)Rutheは Inとの弾性散乱の微分散乱断面積である。これらの
式については後に詳しく示す。
Inを dx進行する間に重陽子が θ, ϕ方向に In(d,d)In反応によって散乱される微小フラックス

dF ′
nは、

dF ′
n(En, θ, ϕ) = Fn · ρIndx ·

(
dσ(En, θ)

dΩ

)
Ruthe

∆Ω(θ, ϕ) (7.3.3)

として計算される。この微小フラックス dF ′
nは次に生じる d(d,p)t反応の入射フラックスとな

る。散乱された重陽子Aと散乱されずに進行し続けている重陽子Bによる d(d,p)t反応により、
Θ,Φ方向に放出される陽子の微小収量は、

d2Yn(En, θ, ϕ,Θ,Φ) = dF ′
n · Fnρd ·

(
dσ(En, E

′
n, θ,Θ)

dΩ

)
d+d

∆Ω′(Θ,Φ) (7.3.4)

で表される。ここで、ρdは後に示す d+d反応の重陽子密度であり、その次元は [atoms/cm2]で
ある。また、この際の放出陽子のエネルギーEp(En, θ, ϕ,Θ,Φ)は式 (3.4.1)で求められる。各ス
テップに置ける収量は、d2Ynを θ, ϕについて全方位について積分し、Θ,Φを検出器の有感領域
について積分することによって求まる。θが小さいと重心系のエネルギーも小さくなり、収量
にほとんど寄与しなくなるため、実際の計算では θ ≥ 10°についてのみ積分を行った。θ ≥ 10

°としても良いということは後に示す。最終的な全収量は全ステップの収量を足し合わせるこ
とで得られる。

図 7.6: Cooperative Colliding Model のステップ毎のフラックス及びエネルギーの概略図。n番
目の Indiumの層に重陽子A,BがエネルギーEn−1、フラックスFn−1で入射する。厚さ dxの In

層を通過する間に、重陽子A,Bは Inとの弾性散乱によりそのフラックスを減らし、dx進行し
終えた時にはFnとなる。また、In中を進行することによるエネルギーロスも受け、エネルギー
はEnとなる。
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以下に計算に用いたパラメータを記す。

Indium中でのエネルギーロス

式 (4.1.10)に与えたエネルギーロスは核的阻止能と電子的阻止能である。このモデルで用い
るべきは核的阻止能を取り除いた、電子的阻止能のみのエネルギーロスであるが keVの領域で
は電子的阻止能が圧倒的に優勢であるため、式 (??)をそのまま用いた。また、Indiumの原子
核数密度は融点の時の値である、3.682× 1022 [atoms/cm3]を用いた。

Indiumとの弾性散乱

Indiumと重陽子の弾性散乱にはラザフォード散乱の断面積を用いた。ラザフォード散乱の微
分散乱断面積は以下の式で表される。

dσ(θ)

dΩ
=

1

4

(
e2Z1Z2

4πϵ0E

)2

sin−4 θ

2
(7.3.5)

In(d,d)In に対しては
dσ(θ)

dΩ
=

1.24× 107

E2
sin−4 θ

2
[b/sr] (7.3.6)

である。ここで、θは散乱角、Z1, Z2は入射核及び標的核の原子番号、Eは Lab系における入
射核の運動エネルギー (keV)である。
また、散乱後の重陽子のエネルギーは式 3.4.1を EA = E,EB = 0として、 mA,mC に md

を、mB,mD にmInを代入することで得られる。Indiumの数密度はエネルギーロスと同様に
3.682× 1022 [atoms/cm3]を用いた。
図 7.7は、Indium 中を 1nm 進んだ際にラザフォード散乱をする確率 (左上)、散乱後の運動

エネルギー (右上)、散乱角に対する CM系のエネルギーを表している。ここで、EAはD+
2 内

の重陽子A,Bが散乱前に持っていた運動エネルギー、EBは粒子Bが弾性散乱をして角度 θに
散乱された際の運動エネルギー、Ecmは重陽子Aと散乱後の重陽子Bの重心系のエネルギーで
ある。
図より、Ed = 20keV の重陽子が Indium中を 1nm進んだとき、θ ≥ 10oに散乱される確率は約
5 × 10−3% であり、その散乱による重陽子のエネルギーロスは最大でも 1keV 程度である。ま
た、散乱角が小さくなるほど重心系のエネルギーは小さくなるため、ある程度 (∼ 20o)より前
方に散乱されると反応にはほとんど寄与しなくなる。

d+d反応のターゲット密度

２つの重陽子 dA, dB がひとつの電子で束縛され、重水素イオンD+
2 を作っていると考える。

また、dA − dB間の距離を rD+
2
とし、その値は固定されているとする。

dAの位置を固定して考えたとき、dBは dAから距離 rD+
2
の球殻上に等方的に存在するはずであ

る。このとき、球殻の表面積は 4πr2
D+

2

であり、その球殻上に重陽子が 1つだけ存在することに

なる。
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図 7.7: それぞれ、Indium中を 1nm進んだ際にラザフォード散乱をする確率 (左)、散乱後の運
動エネルギー (中)、散乱角に対するCM系のエネルギー (右)を表している。

従って、球殻を重陽子の層と見なしたとき、その面密度は (N − 1)/(4πr2
D+

N

)である。ここで、

Nは 1つの分子中に含まれる重陽子の数である。H+
2 の原子間距離は 1.06 Åであることから、

D+
2 でも同様であるとし、rD+

2
=1.06Å として面密度 ρD+

2
を計算すると、

ρD+
2
∼ 7.1× 1014 [atoms/cm2] (7.3.7)

となる。また、同様の議論からH+
3 の原子間距離が 0.90Å であることからD+

3 でも同様である
として、

ρD+
3
∼ 2.0× 1015 [atoms/cm2] (7.3.8)

が求まる。
Indiumによって散乱された重陽子を dA、そうでない方の重陽子を dB とすれば、dAは必ず

dB が作るこの球殻の層を通過する。従って、d+d反応のターゲット密度には上記の値を使用
した。

7.3.3 Rをパラメータとした計算結果と、測定結果の比較

モデルに従い計算を行ったが、現状では式 (7.3.2)の Rの自由度が存在する。従って、実験
をもっとも良く再現する Rを決定し、現状ではその Rを採用することとする。結果と実験値
の比較を以下に示す。なお、ここで示す比較対象は Geometry3でD+

3 ビームを使用したデー
タである。また、絶対値の議論を行う時以外は、計算された収量と実験値の収量が等しくなる
ように規格化を行っており、収量の議論をする際は、Eb = 20keV で収量が等しくなるように、
スペクトルの議論をする際は各エネルギーごとに計算値に定数を掛け規格化している。Rをパ
ラメータとした計算結果と測定結果のヒストグラムの比較を図 7.8に示す。赤線がCooperative

Colliding Modelの計算値であり、黒が測定されたスペクトルである。全てEd = 20keV の計算
値及び測定値であるが、式 (7.3.2)に用いたRの値がそれぞれ異なる。Rの値は左上から右下に
向かって順にR=1,0.9,0.5,0.1,0.01,0.0001である。Rの値が小さくなるほど、計算値と測定値の
一致が良くなっている事が分かる。しかし、R=0.0001以下ではほとんどスペクトルは変化し
ないようになる。
また、Rをパラメータとしたときの計算値の収量を図 7.9に示す。図は Ed = 20keV 時の収量
のR依存性を表しており、横軸がR、縦軸が収量である。赤線が計算値であり、青線は測定に
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より求めた E = 60keV,D+
3 時の収量である。収量の計算値は Rが小さくなるほど多くなり、

R=0.0001程度で一定となり、その時、測定値にもっとも近づく。
これらのことより、R ≤ 0.0001とした時、計算値が実験値をもっとも良く説明する事が分か

る。これは θ ≥ 10°に散乱した重陽子のうち、99.99%は多重散乱などで再び反応に寄与するこ
とを示している。従って、多重散乱の効果を考慮するために、In中での２ (3)重陽子の軌跡を
重陽子が静止するまで追跡するなどのシミュレートを行うことの必要性が示唆されるが、現状
ではRを用いることにより、その多重散乱の効果を考慮できていると考える。また、現状の計
算に用いている散乱断面積では In中での重陽子の散乱確率を過剰に見積もっている可能性も考
えられ、ユニバーサルポテンシャルなどを用いる必要があるかもしれないが、これらは今後の
課題とする。
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図 7.8: Rをパラメータとした、Cooperative Colliding Model (赤)と測定されたスペクトル (黒)

の比較。全て Ed = 20keV の計算値及び E = 60keV,D+
3 の測定値であるが、式 (7.3.2)に用い

たRの値が異なる。Rの値は左上から右下に向かって順にR=1,0.9,0.5,0.1,0.01,0.0001である。
Rの値が小さくなるほど、計算値と測定値の一致が良くなっている。

図 7.9: Rをパラメータとした、Cooperative Colliding Model で計算された収量 (赤線)と測定
により得られた収量 (青線)。Ed = 20keV の計算値及び E = 60keV,D+

3 の測定値であり、式
(7.3.2)に用いたRの値による収量の変化を表している。R=0.0001程度から一定となる。
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計算結果と測定値の比較

図 7.10に R=0.0001の時の、d(d,p)t 反応の計算結果と、測定結果の比較を示す。赤で書か
れているのが計算されたスペクトルであり、黒点でプロットされているのが実験値である。な
お、先述したように計算されたスペクトルの高さは各エネルギーごとに計算結果と実験値で収
量が等しくなるように規格化されている。E = 30, 45keV のスペクトルでは非常に良く一致し
ているが、E = 15, 60keV においてピークの位置が約 30keVほどずれている。しかし、形状や
エネルギーは良く一致しており、ピーク位置、幅の広がり、非対称性などの特徴を全て再現し
ている。また、収量もEd = 20keV に置いて、計算値 : 測定値∼1:1.2であり定量的にも実験結
果を説明できている。
計算から得られた、Epの In(d,d)Inの散乱角度θとの関係を図7.11に示す。左図はEd = 20keV

の時の、放出陽子のエネルギーと In(d,d)Inによる弾性散乱の散乱角度 θの２次元プロットであ
る。右図は左図を y軸側に射影したものであり、θと θ方向に散乱した粒子による収量を示し
ている。一定の θに対してEpが広がりを持つのは、Ed, ϕによってもEpが異なるためである。
この図より、スペクトルの低エネルギー側は θが小さいときに生じ、高エネルギー側は θが大
きい散乱で生じている事が分かる。
また、計算から得られた、Epの各ステップへの入射エネルギーEnとの関係を図 7.12に示す。
Ed = 15keV の時の、放出陽子のエネルギーEpと、各ステップへの入射エネルギーEnの二次
元プロットを表している。この図より、Epの最小値と最大値は Inに入射した直後のEn = E0

の時のエネルギーで決まる事が分かる。

遮蔽ポテンシャルの決定

今回測定された反応は In中の伝導電子の影響を受けているはずであり、その伝導電子による
遮蔽ポテンシャルを見積もる。遮蔽ポテンシャルを加えた反応断面積 (式 (2.2.3))を用いて同様
な計算を行い、測定データと比較することによって遮蔽ポテンシャルの大きさを得る。
図 7.13に計算結果と測定値の比較を示す。図の横軸は入射エネルギーであり、縦軸の fは、

測定された収量 (YExp)や計算から得た収量 (YCalc(Us = XeV ))を YCalc(Us = 0eV )で割りEd =

20keV で 1となるようにNormalizeしたものである。つまり、

f(Ed) = α
Y

YCalc(Us = 0eV )
(7.3.9)

f(20keV ) = 1.0 (7.3.10)

である。ここで、αは２式目を満たすためのNormalize factorである。図の緑点は測定値であ
り、4色のラインはそれぞれUs = 0eV (黒)、300eV (赤)、500eV (桃)、700eV (青)とした計算値で
ある。これらのラインと測定値を比較するとUs = 500eV (桃)がもっとも良く一致している。現
状ではこれ以上細かい区切りでの計算は行われておらず、非常に Preliminaryではあるが、今
回の方法で得られた遮蔽ポテンシャルは 500eV程度とする。また、Us = 500eV とすると、収
量はEd = 20keV に置いて計算値 : 測定値∼1:1.04であり、より良い一致が得られる。
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図 7.10: 測定されたスペクトル (黒) と、計算値 (赤) の比較。エネルギーは左上から
60, 45, 30, 15keV,D+

3 である。
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図 7.11: Ed = 20keV の時の、放出陽子のエネルギーと In(d,d)Inによる弾性散乱の散乱角度 θ

の２次元プロット (左図)。右図は左図を y軸側に射影したものであり、θと θ方向に散乱した
粒子による収量を示している。

図 7.12: Ed = 15keV の時の、放出陽子のエネルギーEpと、各ステップへの入射エネルギーEn

の二次元プロット。
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図 7.13: 遮蔽ポテンシャルごとの fの比較。緑点は測定値された収量 (Yexp)をUs = 0eV として
計算された収量 (YCalc(Us = 0eV ))で割り、Ed = 20keV で 1となるようにNormalizeしたもの
であり、4色のラインはそれぞれ YCalc(Us = XeV )/YCalc(Us = 0eV )をEd = 20keV で 1となる
ようにNormalizeしたものである。下から順にX=0eV(黒)、300eV(赤)、500eV(桃)、700eV(青)

である。
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7.3.4 Cooperative Colliding Model のまとめ

Cooperative Colliding Model を用いることにより、定性的、定量的に全ての実験事実を説明
することができた。
現段階では常に R = 0.0001とし、液体金属中では In(d,d)In反応により散乱した重陽子の

99.99%が多重散乱などにより再び反応に寄与するとした計算結果がもっとも良く実験値を再現
している。しかし、E = 60keV において、ピーク位置が∼ 30keV ほどずれているなど、細か
なズレは存在するため、計算に用いた各断面積、エネルギーロスなどの細かい機構については
まだまだ修正が必要であると思われる。
しかし、それらの修正を終えれば、この現象は非常に有用な測定方法となりうる。固体金属

を用いた d+d反応の測定においては常に金属表面の汚染によるエネルギーロスや、標的重陽子
密度などの不確定さが存在する。しかし、本実験では表面の汚染はエネルギースペクトルに現
れるため、完全に排除することが可能である。標的重陽子密度も常に一定値となると考えられ
るため、これらの不確定性を排除した非常に正確な S-factorの測定を行うことができる。
そして、非常にPreliminary な解析ではあるが、図 7.13に示すように、液体 In中の d(d,p)t

反応に対する遮蔽ポテンシャル Us ∼ 500eV であると得ることができた。また、このメカニズ
ムによって実験事実を定量的に説明できるということは、液体 In中には静止重陽子標的が存在
しないことを意味している。これはおそらく液体標的では金属原子が格子構造を作らないこと
や、液体であることで標的中で対流が生じることなどのよると思われる。
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8.1 まとめ
液体 indium 中での d+d反応の異常な振る舞いの解明のため、液体及び固体 Indium 内にて

d+d反応の測定を行い、Si半導体検出器で d(d,p)t 反応から放出される proton 及び triton を
検出した。過去の研究 [2]では考慮していなかったディテクター全面のアルミ膜で生じる d+d

反応を理解し、それをバックグラウンドとして引くことで、純粋な液体中で生じた d+d反応の
スペクトルを得ることができた。[2]で見られた d+d反応の異常は主にこのアルミ膜による効
果であった。固体中における d+d反応は 2体反応で理解できるものであり、そのスペクトル及
び収量に異常は見られなかった。しかし、液体中における d+d反応のスペクトルは固体時のも
のと比べピーク位置が高く、幅が広く、非対称性が大きく、2体反応で理解できるものでは無
かった。また、その収量も固体時と大きく異なっており、固体時と比較して収量が非常に低く、
固体時に見られる、ビームカレント及び標的金属の温度に対する依存性が無く、逆に、固体時
には見られない入射粒子の分子状態依存性があった。
これらの実験事実からCooperative Colliding Model を考案し、定性的、定量的に実験事実を

説明することに成功した。実験事実がCooperative Colliding Model で定量的に説明できたこと
から、液体 In中には静止重陽子標的はほぼ存在しないことが分かる。また、非常に preliminary

なものではあるが、液体 Indium 中での d(d,p)t 反応の遮蔽ポテンシャルUsを求め、その値は
Us ∼ 500eV となり、表 2.2に示した、Raiola等が実験により得た固体 In中でのUs = 520±50eV

と近い値が得られた。

8.2 今後の展望
今回の計算では式 (7.3.2)のR=0.0001となり、In(d,d)Inによる弾性散乱が過剰に見積もられ

ている可能性がある。従って、弾性散乱の散乱断面積にユニバーサルポテンシャルを用いるな
どの変更が必要であると思われる。また、計算されたスペクトルと測定値で一部のピーク位置
が 30keV程度ずれているなど、細かいずれもあるため、理論計算を煮詰める必要がある。
他の液体金属（Bi, Sn, Tl, etc...）中での d+d反応の測定によって得られる、ホスト金属による
収量やスペクトルの違い、D+

3 ビームとD+
2 ビームの収量比のエネルギー依存性の測定などか

ら液体金属内での散乱のより詳しい情報が得られるはずである。また、Cooperative Colliding

Model は固体金属中でも生じているはずであるが、固体金属中の静止重陽子ターゲットとの
d+d反応が支配的なため、見えていないものと考えられる。しかし、非常に薄い金属箔をター
ゲットに用いることにより、静止重陽子ターゲットを減らすことができ、また、d(d,p)t反応の
proton,triton両方を同時に捕らえ、典型的な２体反応を取り除くことによって固体中でもこの
メカニズムの測定が行えると思われる。
また、本測定は標的密度が一定であり、金属表面の汚染に非常に敏感であるため、固体金属を
用いた d+d反応の測定で存在する標的密度、表面の汚染などの不確定さを排除した、非常に正
確な Usの測定方法になりうる。
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9.1 D(d,p)T反応の運動学
３次元平面での２体反応A(B,C)Dを考える。粒子A,B,C,Dそれぞれの質量をmi(i = A,B,C,D)、

Lab系における運動量をPi、運動エネルギーをEi、CM’系における運動量をPiCM ′、運動エネ
ルギーをEiCM ′、反応のQ値をQとする。
粒子Aの進行方向を z軸とする Lab系において、粒子A,Bの運動量は次式で表される。

−→
PA =

√
2mAEA ( 0, 0, 1) (9.1.1)

−→
PB =

√
2mBEB ( sin θB cosϕB, sin θB sinϕB, cos θB) (9.1.2)

CM’系を、各軸の方向は Lab系と共通であり、Lab系に対して速度
−→
β で移動し、

−→
P 1CM ′ +

−→
P 2CM ′ = 0である系とする。

図 9.1: 座標設定。左から Lab系、CM ’系、CM系である。

そのとき
−→
β は、

−→
β = −

−→
P A +

−→
P B

mA +mB

(9.1.3)

= −
√
2mBEB

mA +mB

(
sin θB cosϕB, sin θB sinϕB, cos θB +

√
mAEA

mBEB

)
(9.1.4)



88 第 9章 付録

CM’系における各粒子の運動量及びエネルギーは、

−→
PACM ′ =

−→
PA +mA

−→
β =

mB
−→
P A −mA

−→
P B

mA +mB

(9.1.5)

−→
PBCM ′ = −

−→
PACM ′ (9.1.6)

EACM ′ =
mB

(mA +mB)2

(
mBEA +mAEB − 2 cos θB

√
mAmBEAEB

)
(9.1.7)

EBCM ′ =
mA

(mA +mB)2

(
mBEA +mAEB − 2 cos θB

√
mAmBEAEB

)
(9.1.8)

ECM ′ ≡ EACM ′ + EBCM ′

=
mBEA +mAEB − 2 cos θB

√
mAmBEAEB

mA +mB

(9.1.9)

で表される。ここで、CM’系における粒子 1,2のエネルギーの和をECM ′と定義した。
粒子A,Bが核反応を起こし、放出される粒子C,DのCM’系におけるエネルギーは、

ECCM ′ =
mD

mC +mD

(Q+ ECM ′) (9.1.10)

EDCM ′ =
mC

mC +mD

(Q+ ECM ′) (9.1.11)

で与えられる。また、EC ,
−→
P C を用いて，以下のようにも表すことができる。

−→
PCCM ′ =

−→
PC +mC

−→
β (9.1.12)

ECCM ′ =
|
−→
PCCM ′ |2

2mC

=
|
−→
PC |2

2mC

+
1

2
mC |

−→
β |2 +

−→
PC ·

−→
β

= E3 +
√

2mCEC |
−→
β | cos θ′ + 1

2
mC |

−→
β |2 (9.1.13)

ここで、
−→
P Cと

−→
β が成す角を θ′とした。(9.1.13)式をECについて解き、ECの表式が以下のよ

うに求まる。

EC(EA, EB, θB, ϕB, θC , ϕC) = ECCM ′

{√
1− γ2 sin2 θ′ − γ cos θ′

}2

(9.1.14)

γ2 ≡
1
2
mC |

−→
β |2

ECCM ′
(9.1.15)

ここで

|
−→
β |2 =

2mAEA + 2mBEB + 4
√
mAmBEAEB cos θB

(mA +mB)2
(9.1.16)

cos θ′ = −
√
2mBEB sin θB sin θC cos (ϕC − ϕB) + cos θC

(√
2mBEB cos θB +

√
2mAEA

)√
2mAEA + 2mBEB + 4

√
mAmBEAEB cos θB

(9.1.17)

である。
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9.2 Lab系における微分散乱断面積
重心系における微分散乱断面積は既知であり、2.1節の断面積と 3.3節の角分布にしたがう。

重心系と実験室系における立体角の比を用いて、Lab系における微分散乱断面積は以下のよう
に与えられる。 (

dσ

dΩ

)
Lab

=

(
dσ

dΩ

)
CM

dΩCM

dΩLab

(9.2.1)

ここで、CM ’系を経由し、

dΩCM

dΩLab

=

(
dΩCM

dΩCM ′

)(
dΩCM ′

dΩLab

)
(9.2.2)

とすると、粒子Cの立体角比は以下のように与えられる。

CM系とCM’系の立体角比

CM系とCM’系の変換は回転のみであるので、微小角 dθ, dϕは変化しない。よって、(
dΩCM

dΩCM ′

)
=

sin θCMdθCMdϕCM

sin θCM ′dθCM ′dϕCM ′

=
sin θCM

sin θCM ′
(9.2.3)

となる。
CM系は CM’系の z軸を CM’系における粒子 Aの進行方向に変更した系である。従って、

CM’系における粒子Aの進行方向を θACM ′ , ϕACM ′とすると、CM’系からCM系への変換は以
下の回転行列で与えられる。

R =

cos θACM ′ 0 − sin θACM ′

0 1 0

sin θACM ′ 0 cos θACM ′


 cosϕACM ′ sinϕACM ′ 0

− sinϕACM ′ cosϕACM ′ 0

0 0 1

 (9.2.4)

粒子CのCM’系における進行方向を θCCM ′ , ϕCCM ′、CM系における進行方向を θCCM , ϕCCMと
したとき、式（9.2.4）を用いて、

tanϕCCM =
sin θCCM ′ sin (ϕCCM ′ − ϕACM ′)

cos θACM ′ sin θCCM ′ cos (ϕCCM ′ − ϕACM ′)− sin θACM ′ cos θCCM ′
(9.2.5)

cos θCCM = sin θACM ′ sin θCCM ′ cos (ϕCCM ′ − ϕACM ′) + cos θACM ′ cos θCCM ′ (9.2.6)

が求まる。



90 第 9章 付録

CM’系とLab系の立体角比

CM’系と Lab系の変換では、他の慣性系に
微小角も系の移動に伴い変化する。従って、(

dΩCM ′

dΩLab

)
=

sin θCM ′dθCM ′

sin θdθ

dϕCM ′

dϕ

=
∂(cos θCM ′)

∂(cos θ)

(
∂ tanϕCM ′

∂ϕ

)(
∂ tanϕCM ′

∂ϕCM ′

)−1

(9.2.7)

となる。
(9.1.12)式の

−→
PCCM ′の各成分を書き下すと、

PCxCM ′ =
√
2mCEC sin θC cosϕC − mC

mA +mB

√
2mBEB sin θB cosϕB (9.2.8)

PCyCM ′ =
√
2mCEC sin θC sinϕC − mC

mA +mB

√
2mBEB sin θB sinϕB (9.2.9)

PCzCM ′ =
√
2mCEC cos θC − mC

mA +mB

(√
2mBEB cos θB +

√
2mAEA

)
(9.2.10)

となり、これより、

tanϕCCM ′ =
PCyCM ′

PCxCM ′
(9.2.11)

cos θCCM ′ =
PCzCM ′√
2mCECCM ′

(9.2.12)

これらの式から計算を行うと。

dϕCCM ′

dϕC

=
PCxCM ′

(
∂PCyCM′

∂ϕC

)
− PCyCM ′

(
∂PCxCM′

∂ϕC

)
P 2
CxCM ′ + P 2

CyCM ′

(9.2.13)

ここで、(
∂PCxCM ′

∂ϕC

)
= −

√
2mCEC sin θC sinϕC +

√
2mC sin θC cosϕC

(
∂
√
EC

∂ϕC

)
(
∂PCyCM ′

∂ϕC

)
=

√
2mCEC sin θC cosϕC +

√
2mC sin θC sinϕC

(
∂
√
EC

∂ϕC

)
(
∂
√
EC

∂ϕC

)
=

(
∂
√
EC

∂ cos θ′

)(
∂ cos θ′

∂ϕC

)
(
∂
√
EC

∂ cos θ′

)
=

√
ECCM ′

{
−γ +

γ2 cos θ′√
1− γ2 sin2 θ′

}
(
∂ cos θ′

∂ϕC

)
=

√
2mBEB sin θB sin θC sin (ϕC − ϕB)√

2mAEA + 2mBEB − 4
√
mAmBEAEB cos θB
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同様に、

d(cos θCCM ′)

d(cos θC)
=

1√
2mCECCM ′

(
∂PCzCM ′

∂(cos θC)

)
(9.2.14)

ここで、(
∂PCzCM ′

∂(cos θC)

)
=

√
2mCEC +

√
2mC cos θC

(
∂
√
EC

∂ cos θC

)
(

∂
√
EC

∂ cos θC

)
=

(
∂
√
EC

∂ cos θ′

)(
∂ cos θ′

∂ cos θC

)
(

∂ cos θ′

∂ cos θC

)
=

√
mBEB sin θB cos θC cos (ϕC − ϕB)− sin θC

(√
mBEB cos θB +

√
mAEA

)
sin θC

√
mAEA +mBEB − 2

√
mAmBEAEB cos θB

これらの式より、Lab系における微分断面積が示される。
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9.3 収量のエネルギー依存性
固体標的時などに見られる、通常のD+D反応の収量のエネルギー依存性について述べる。標

的に入射した重陽子は、標的中で徐々にそのエネルギーを失い、やがて静止する。その過程で、
入射重陽子と標的中の重陽子が核反応を起こす確率が存在する。エネルギー Edの重陽子が標
的中を距離 dxだけ進む間に核反応を起こす確率は、単位立体角あたり、

Nd(x)

(
dσ(Ed(x))

dΩ

)
Lab

(9.3.1)

と表せる。ここでNdは標的となる重陽子の密度であり、(dσ/dΩ)Labは実験室系での微分断面
積である。従って、エネルギー Edで標的に入射した粒子によって得られる、単位入射粒子数
あたりの収量Yieldthick(Ed)は、

Yieldthick =

∫
ΩLab

∫ X

0

Nd(x)

(
dσ(E(x))

dΩ

)
dΩLabdx (9.3.2)

=

∫
ΩLab

∫ Ed

0

Nd(x)

(
dσ(E(x))

dΩ

)(
dE

dx

)−1

dΩLabdE (9.3.3)

と表される。ここで、Xは入射重粒子のRangeで、ΩLabは検出器の被う立体角である。x → E

に変数変換することで、入射エネルギーと阻止能で表すことができる。
式??を見てわかる通り、式の中に積分が入っており、解析が複雑となる。従って，近似をし

簡単な表式とすることを考える。
標的重陽子が静止しているならば、重心系のエネルギー Ecm = Ed/2であり、Ed = 20keV

のときの θ = 124, 142o における角分布はW (124) ∼ 1.00、W (142) ∼ 1.06である。従って、
θ = 124oにおいて角分布は無視できるが、θ = 142oにおいては無視できるとは言い難い。しか
し、角分布を考慮した上でYieldthickの近似は容易ではないため、角度分布を無視した状態での
Yieldthickの表式を求める。
重心系での微分断面積の角分布が無視できるとき、∫

Ωcm

(
dσ

dΩ

)
cm

dΩcm =

(
dσ

dΩ

)
cm

Ωcm (9.3.4)

であり、

σ(E) =

∫
4π

(
dσ(E)

dΩ

)
cm

= 4π

(
dσ(E)

dΩ

)
cm

(9.3.5)(
dσ(E)

dΩ

)
cm

=
σ(E)

4π
(9.3.6)

であるので、

Yieldthick(Ed) =
Ωcm

4π

∫ Ed

0

Nd(E)
dΩcm

dΩLab

σ(E)

(
dE

dx

)−1

dE (9.3.7)

となる。この式の中でもっとも変化の大きい項は σ(E)であり、エネルギーが減少するに従って
指数関数的に減少する。
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その他の項はエネルギーの変化に対してゆっくりとしか変化しないため、次のような近似を
行う。

• 立体角比 : const.(∼1)

• S-factor : const.

• dE/dx : c
√
E

• Nd : const.

これより、

Yield∗
thick(Ed) ∼ C

∫ Ed

0

exp(−44.39/
√
E)

E

1√
E
dE (9.3.8)

= C exp(−44.39/
√

Ed) (9.3.9)

が得られる。式 (9.3.3)と式 (9.3.9)により求めたYieldを比較すると以下の様になる。

図 9.2: θ = 124o(赤)及び、θ = 142o(青)において、式 (9.3.3)を数値積分した結果と式 (9.3.9)

により求めたYieldの比較。Yieldは 20keVでNormalizeしており、それぞれ、2.5%,5.3%以内
に収まっている。
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9.4 測定されたスペクトル
以下にバックグラウンドなどを差し引いた後の最終的なスペクトルを全て示す。

図 9.3: 液体標的、Geometry2の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E=60,50,45,30keV、D+

3。
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図 9.4: 液体標的、Geometry1の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E=75,60,55,50,45,40,35,30,25,20,15keV、D+

3。
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図 9.5: 液体標的、Geometry3の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E=60,55,50,45,40,35,30,25,20,15,10keV,D+

3 で
ある。
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以下に固体標的時のスペクトルを示す。

図 9.6: 固体標的、Geometry1の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E = 60keV,D+,E=60,45,30keV,D+

3 である。
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図 9.7: 固体標的、Geometry2の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順にE=60,55,50,45,40,35,30keV,D+

3 である。
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図 9.8: 固体標的、Geometry3の Proton及び Tritonのエネルギー分布。上が Protonで、下が
Tritonである。入射エネルギーは左上から順に E=75,60,50,45,30eV,D+

3、40keV,D+
2 である。
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9.5 測定結果表
以下に液体 In中での測定の結果を示す。Npはバックグラウンドを引いた後の数である。な

お、エラーには系統誤差は含まれていない。

陽子

E [keV ] Beam Geometry Ne [mC] Np NBack Yp

75 D3 1 16.76 172 ± 14 25 ± 4 10.24 ± 0.81

60 D3 1 98.02 862 ± 40 122 ± 27 8.79 ± 0.41

55 D3 1 67.20 481 ± 29 111 ± 19 7.16 ± 0.44

50 D3 1 84.28 557 ± 38 156 ± 29 6.61 ± 0.45

45 D3 1 330.06 2105 ± 59 240 ± 38 6.38 ± 0.18

40 D3 1 101.45 486 ± 33 103 ± 25 4.79 ± 0.33

35 D3 1 144.49 535 ± 32 78 ± 22 3.70 ± 0.22

30 D3 1 348.15 1029 ± 34 19 ± 10 2.954 ± 0.097

25 D3 1 228.66 423 ± 26 44 ± 16 1.85 ± 0.11

20 D3 1 339.83 364 ± 20 9 ± 7 1.070 ± 0.060

15 D3 1 393.58 164 ± 13 0 ± 0 0.416 ± 0.033

60 D3 2 849.47 6364 ± 98 670 ± 57 7.49 ± 0.12

50 D3 2 350.26 1960 ± 47 56 ± 15 5.59 ± 0.13

45 D3 2 193.79 894 ± 30 2 ± 2 4.61 ± 0.15

30 D3 2 656.16 1392 ± 37 0 ± 0 2.121 ± 0.057

60 D3 3 688.48 4885 ± 72 644 ± 18 7.09 ± 0.10

55 D3 3 112.00 1046 ± 42 425 ± 27 9.34 ± 0.37

50 D3 3 304.28 1437 ± 38 32 ± 3 4.72 ± 0.13

45 D3 3 389.45 1554 ± 40 20 ± 3 3.99 ± 0.10

40 D3 3 136.94 710 ± 28 65 ± 10 5.19 ± 0.21

35 D3 3 110.84 467 ± 22 17 ± 4 4.22 ± 0.20

30 D3 3 1346.33 2637 ± 51 4 ± 1 1.959 ± 0.038

25 D3 3 367.27 471 ± 22 0 ± 0 1.282 ± 0.059

20 D3 3 263.30 160 ± 13 0 ± 0 0.608 ± 0.048

15 D3 3 524.92 131 ± 11 0 ± 0 0.250 ± 0.022

10 D3 3 761.63 36 ± 6 0 ± 0 0.0473 ± 0.0079

40 D2 3 604.97 1699 ± 43 506 ± 13 2.808 ± 0.071

20 D1 3 363.03 12 ± 4 7 ± 1 0.0337 ± 0.0061

表 9.1: 各列は左から入射全エネルギー、入射粒子、Geometry、入射クーロン数、検出陽子数、
バックグラウンド数、収量を表している。
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三重陽子

E [keV ] Beam Geometry Ne [mC] Nt NBack Yt

75 D3 1 16.76 169 ± 14 73 ± 5 10.083 ± 0.81

60 D3 1 98.02 753 ± 38 158 ± 27 7.685 ± 0.39

55 D3 1 67.20 446 ± 31 144 ± 23 6.63 ± 0.46

50 D3 1 84.28 552 ± 39 166 ± 31 6.55 ± 0.46

45 D3 1 330.06 1981 ± 58 251 ± 37 6.00 ± 0.18

40 D3 1 101.45 448 ± 33 105 ± 25 4.42 ± 0.32

35 D3 1 144.49 511 ± 33 90 ± 25 3.54 ± 0.23

30 D3 1 348.15 997 ± 33 57 ± 11 2.863 ± 0.096

25 D3 1 228.66 378 ± 26 63 ± 17 1.65 ± 0.11

20 D3 1 339.83 358 ± 20 27 ± 8 1.055 ± 0.060

15 D3 1 393.58 176 ± 13 18 ± 1 0.446 ± 0.034

60 D3 2 849.47 5920 ± 85 596 ± 36 6.97 ± 0.10

50 D3 2 350.26 1925 ± 45 59 ± 11 5.50 ± 0.13

45 D3 2 193.79 875 ± 30 5 ± 2 4.51 ± 0.15

30 D3 2 656.16 1349 ± 37 46 ± 3 2.056 ± 0.056

60 D3 3 688.48 4753 ± 70 521 ± 11 6.90 ± 0.10

55 D3 3 112.00 1023 ± 35 238 ± 13 9.13 ± 0.31

50 D3 3 304.28 1459 ± 38 39 ± 3 4.80 ± 0.13

45 D3 3 389.45 1476 ± 38 36 ± 3 3.791 ± 0.099

40 D3 3 136.94 714 ± 27 25 ± 2 5.21 ± 0.20

35 D3 3 110.84 423 ± 21 19 ± 3 3.82 ± 0.19

30 D3 3 1346.33 2489 ± 50 111 ± 3 1.849 ± 0.037

25 D3 3 367.27 456 ± 21 51 ± 2 1.243 ± 0.058

20 D3 3 263.30 176 ± 13 32 ± 1 0.669 ± 0.050

15 D3 3 524.92 169 ± 13 49 ± 1 0.322 ± 0.025

10 D3 3 761.63 167 ± 13 80 ± 1 0.219 ± 0.017

40 D2 3 604.97 1944 ± 48 904 ± 20 3.214 ± 0.080

20 D1 3 363.03 32 ± 6 57 ± 3 0.087 ± 0.014

表 9.2: 各列は左から入射全エネルギー、入射粒子、Geometry、入射クーロン数、検出三重陽
子数、バックグラウンド数、収量を表している。
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